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第３章 平成 16 年財政再計算結果との比較 

 

本章では、公的年金各制度の財政状況把握をより的確に行うため、財政収支、財政指標につい

て、実績と前回財政再計算結果との比較を行う。 

 

１ 財政計画と比較する際の留意点 

 

平成16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際に

留意すべき点は、次のとおりである。 

① 全額支給停止となる者の取扱い 

将来見通しは、各制度とも年金が全額支給停止となる者を受給権者から外し、受給

者について作成されていることから、本章では、将来見通しの比較対象である実績に

ついても受給者ベースのものを使用する注。 

注 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。 

② 被保険者数・受給者数の取扱い 

厚生年金と国民年金の平成 16 年財政再計算では、被保険者数・受給者数の将来見通

しは、年度末の人数ではなく、前年度末の人数と当年度末の人数を平均した年度間平

均人数により示されていることから、本章では、両制度の人数は、前年度末の実績と

当年度末の実績を平均し、当年度の年度間平均人数を求め、将来見通しと比較する。 

③ 厚生年金の実績の取扱い 

本章では、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修正を加えた「実績推計」を作成

し、将来見通しと比較する。 

1) 基金の代行部分の取扱い 

厚生年金の平成 16 年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた

厚生年金制度全体について将来見通しが作成されていることから、以下のとおり修

正を加える。 

○ 保険料収入に、厚生年金基金に係る免除保険料を加える。 

○ 給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給付分（年度末の最低責任準

備金を算出する際に用いられている額）を加え、その他支出から政府負担金を控

除し、政府負担金相当額を給付費に加える。 

○ 積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金を加え、運用収入にその修正等によ

り発生したであろう運用収入を加える。 
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○ 収入から解散厚生年金基金等徴収金を控除する。 

2) 国庫負担繰延額などの取扱い 

将来見通しにおいては、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から積立金額に加

算されていることから、以下のとおり修正を加える。 

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加え（平成 17 年度までは公社未移換積立金残高も

加える）、運用収入にその修正等により発生したであろう運用収入を加える。さら

に、積立金に独立行政法人への出資金のうち将来の給付費等への充当を予定して

いる分を加える。 

○ 収入から積立金相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福祉医

療機構納付金（平成 18 年度については年金資金運用基金資産承継収入）を控除す

る（平成 17 年度については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を

控除する）。 

3) 基礎年金部分の取扱い 

将来見通しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金及び職域等費用納付

金を控除し、給付費から基礎年金交付金相当額及び職域等費用納付金相当額を控除

する。 

④ 国民年金の実績の取扱い 

本章では、国民年金の決算ベースの実績に以下の修正を加えた「実績推計」を作成

し、将来見通しと比較する。 

1) 国庫負担繰延額などの取扱い 

国民年金の平成 16 年財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から

積立金額に加算されていることから、以下のとおり修正を加える。 

○ 積立金額に国庫負担繰延額を加える。さらに、独立行政法人への出資金のうち

将来の給付費等への充当を予定している分を加える。 

○ 収入から積立金相当額納付金及び積立金より受入を除き、独立行政法人福祉医

療機構納付金（平成 18 年度については年金資金運用基金資産承継収入）を控除す

る（平成 17 年度については、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を

控除する）。 
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2) 基礎年金部分の取扱い 

将来見通しにおいては、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付

部分について示されていることから、収入から基礎年金交付金を控除し、給付費か

ら基礎年金交付金相当額を控除する。 

⑤ 基礎年金拠出金・基礎年金交付金の取扱い 

1) 将来見通しとの比較 

基礎年金拠出金、基礎年金交付金（報告されている場合）は、確定値ベースで将

来見通しの報告を受けていることから、本章では、これらについて将来見通しと比

較する際には、実績についても確定値ベースのものを用いる。 

2) 基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の取扱い 

平成 16 年財政再計算の将来見通しにおける平成 17～20 年度の基礎年金拠出金に

係る国庫・公経済負担については、平成 16 年改正に基づき各制度とも拠出金の（1/3

＋11／1000）相当額として見込まれているが、その後の制度改正により、平成 17 年

度以降の当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成 17 年度以降の

比較にあたっては、各制度の将来見通しに、平成 16 年改正後の基礎年金拠出金に係

る国庫・公経済負担の引上げを反映させたものを用いる。なお、特別国庫負担につ

いては、特に考慮していない。 

⑥ 給付費の取扱い 

厚生年金と国民年金における給付費の将来見通しは基礎年金交付金に係る部分等を

含まないベースで作成されていることから、本章では、全制度とも給付費の実績と将

来見通しとの比較は行わず、代わりに「実質的な支出」との比較を行う。 

⑦ 積立金等の取扱い 

運用収入、収支残及び積立金は、時価ベースで記述し、簿価ベースについては、そ

の旨を明示して記述している。 

⑧ 実績と将来見通しとの乖離 

将来見通しについては、厚生年金は平成 13 年度末（平成 14 年度実績も反映）、国共

済、地共済は平成 14 年度末（平成 15 年度実績も反映）、私学共済は平成 15 年度末の

データを基礎として作成されている。被保険者数や積立金のようなストックデータの

実績と将来見通しとの乖離は、毎年度発生する乖離が累積したものであることから、

将来見通しの作成の基礎となるデータ年度から、将来見通しが公表される最初の年度

までの将来見通しについても、実績との比較を検討する必要がある。 
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⑨ 国共済と地共済の取扱い 

国共済と地共済は、決算はそれぞれ個別に行われているものの、平成 16 年度からの

財政単位の一元化により、財政再計算では国共済と地共済を一体として取り扱った将

来見通しが示されているとともに、参考として、国共済、地共済各々の将来見通しも

示されている。 

本章では、国共済及び地共済の決算ヒアリングの結果を基に国共済・地共済合算分

（「国共済＋地共済」と表記）の数値を作成し、国共済、地共済それぞれに加え、「国

共済＋地共済」についても実績と平成 16 年財政再計算結果を比較する。 

なお、「収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの乖離の分析」については今年

度は行っていない。 

 

 

（参考）マクロ経済スライドについて 

平成 16 年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され

たが、物価スライド特例（平成 12～14 年度の 3 年間、消費者物価指数が低下したにも関わら

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置）による物価下落率の累積分（1.7％）が解消さ

れるまでの間は、マクロ経済スライドは発動されないこととなっている。 

なお、平成 17～19 年度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経

済スライドは発動されなかった。 
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２ 財政収支の実績と将来見通しの比較 

(1) 被保険者数 

平成 19 年度の被保険者数について実績と将来見通しを比較すると、厚生年金、私

学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを上回っているが、国共済＋地共

済は下回っている。国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っ

ているが、地共済は下回っている。 

厚生年金は、平成 15 年度は実績が将来見通しを下回ったものの、平成 16 年度以降

は上回っており、平成 19 年度の実績が将来見通しを上回った割合は 6.3％となって

いる。国共済＋地共済は平成 17 年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成

19 年度の下回った割合は 0.3％となっている。私学共済は平成 17 年度以降、実績が

将来見通しを上回っており、平成 19 年度の上回った割合は 4.9％となっている。国

民年金（基礎年金）は平成 15 年度以降、実績が将来見通しを上回っており、平成 19

年度の上回った割合は 1.2％となっている。(図表 3-2-1） 

 

図表 3-2-1 被保険者数 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 百万人 百万人 百万人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

被保険者数 

15 32.1 32.2 △ 0.1 △ 0.2 4,242    

16 32.3 32.3 0.0 0.1 4,197    

17 32.8 32.3 0.5 1.5 4,151 4,165 △ 14 △ 0.3 

18 33.4 32.2 1.2 3.6 4,112 4,114 △  2 △ 0.1 

19 34.2 32.2 2.0 6.3 4,050 4,062 △ 11 △ 0.3 

項目 年度 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

被保険者数 

15 1,091    3,151    

16 1,086    3,111    

17 1,082 1,073 9 0.9 3,069 3,092 △ 23 △ 0.7 

18 1,076 1,060 16 1.5 3,035 3,054 △ 18 △ 0.6 

19 1,058 1,048 10 1.0 2,992 3,014 △ 22 △ 0.7 

項目 年度 

私学共済 国民年金（基礎年金） 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 百万人 百万人 百万人 ％ 

被保険者数 

15 434    69.8 69.7 0.1 0.1 

16 442    69.7 69.5 0.2 0.3 

17 448 442 6 1.3 69.8 69.4 0.4 0.5 

18 458 442 15 3.5 69.8 69.3 0.6 0.8 

19 464 442 22 4.9 69.6 68.7 0.8 1.2 

注１ 厚生年金、国民年金の被保険者数は年度間平均値、その他の制度の被保険者数は年度末値である。 

注２ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(2) 標準報酬総額 

平成 19 年度の標準報酬総額は、厚生年金は実績が将来見通しを上回ったが、国共

済＋地共済及び私学共済は下回った。国共済、地共済別にみると、いずれも実績が将

来見通しを下回っている。厚生年金は平成 15 年度以降、実績が将来見通しを上回っ

ており、平成 19 年度の実績が将来見通しを上回った割合は 1.9％となっている。国

共済＋地共済及び私学共済は平成 17 年度以降、実績が将来見通しを下回っており、

平成 19 年度の下回った割合はそれぞれ 7.9％、1.9％となっている。(図表 3-2-2） 

 

(3) １人当たり標準報酬額 

１人当たり標準報酬額は、平成 19 年度は厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済

のいずれの被用者年金も実績が将来見通しを下回った。国共済、地共済別にみても、

いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は、平成 15 年度は実績が将来

見通しを上回ったものの、平成 16 年度以降は下回っており、平成 19 年度の実績が将

来見通しを下回った割合は 5.5％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成

17 年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成 19 年度の下回った割合は、そ

れぞれ 7.9％、7.0％となっている。(図表 3-2-2) 
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図表 3-2-2 標準報酬総額、１人当たり標準報酬額（月額） 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

標準報酬 

総額 

15 145.9 144.6 1.2 0.9 299,324    

16 146.9 145.5 1.4 0.9 296,696    

17 148.7 146.9 1.8 1.2 293,270 300,427 △  7,156 △ 2.4 

18 151.6 149.2 2.4 1.6 289,166 304,110 △ 14,944 △ 4.9 

19 154.8 152.0 2.8 1.9 283,825 308,176 △ 24,351 △ 7.9 

 平成 円 円 円 ％ 円 円 円 ％ 

１人当たり 

標準報酬額 

15 375,064 374,182 882 0.2 587,051    

16 374,812 375,544 △   732 △ 0.2 587,977    

17 374,238 379,263 △  5,025 △ 1.3 587,915 601,055 △ 13,140 △ 2.2 

18 373,849 385,632 △ 11,783 △ 3.1 585,427 616,014 △ 30,586 △ 5.0 

19 372,460 393,974 △ 21,514 △ 5.5 582,133 632,301 △ 50,168 △ 7.9 

項目 年度 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

標準報酬 

総額 

15 71,088    228,236    

16 70,717    225,979    

17 70,654 70,460 194 0.3 222,616 229,967 △  7,351 △ 3.2 

18 70,337 71,318 △  980 △ 1.4 218,829 232,792 △ 13,963 △ 6.0 

19 69,827 72,356 △ 2,529 △ 3.5 213,998 235,820 △ 21,822 △ 9.3 

 平成 円 円 円 ％ 円 円 円 ％ 

１人当たり 

標準報酬額 

15 542,694    602,387    

16 543,117    603,578    

17 545,501 547,296 △  1,795 △ 0.3 602,790 619,706 △ 16,916 △ 2.7 

18 545,429 560,454 △ 15,025 △ 2.7 599,560 635,308 △ 35,748 △ 5.6 

19 546,141 575,514 △ 29,373 △ 5.1 594,926 652,041 △ 57,115 △ 8.8 

項目 年度 

私学共済     

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 
    

 平成 億円 億円 億円 ％     

標準報酬 

総額 

15 26,076        

16 26,263        

17 26,495 26,807 △ 312 △ 1.2     

18 26,827 27,181 △ 354 △ 1.3     

19 27,109 27,645 △ 536 △ 1.9     

 平成 円 円 円 ％     

１人当たり 

標準報酬額 

15 498,031        

16 493,099        

17 490,336 505,087 △ 14,751 △ 2.9     

18 486,689 512,122 △ 25,433 △ 5.0     

19 484,458 520,872 △ 36,414 △ 7.0     

注１ 実績の標準報酬総額は、年度間累計である。１人当たり標準報酬額は、標準報酬総額を被保険者数の年度間累計で

割った年度間平均である。 

注２ 地共済の標準報酬総額及び１人当たり標準報酬額は、総報酬ベースに換算した場合の額である。 

注３ 将来見通しの１人当たり標準報酬額は標準報酬総額を被保険者数（厚生年金は年度間平均値、その他の制度は年度

末値）及び 12 で除して得た値である。 

注４ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(4) 受給者数 

平成 19 年度の受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済は実績が将来

見通しを下回ったが、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む。））は上回っ

た。国共済、地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年

金は平成 15 年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成 19 年度の実績が将来

見通しを下回った割合は 3.3％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成 17

年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成 19 年度の下回った割合はそれぞ

れ 4.6％、0.2％となっている。国民年金（基礎年金）は平成 15 年度以降、実績が将

来見通しを上回っており、平成 19 年度の上回った割合は 1.4％となっている。 

平成 19 年度の受給者数の実績と将来見通しの比較を年金種別でみると、老齢・退

年相当では、厚生年金は 0.5％、国共済＋地共済は 1.2％、私学共済は 1.6％それぞ

れ下回っているのに対し、国民年金（基礎年金）は 0.1％上回っており、通老・通退

相当では、厚生年金は 6.1％、国共済＋地共済は 29.7％、私学共済 0.3％それぞれ下

回っている。(図表 3-2-3) 

図表 3-2-3 受給者数 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 百万人 百万人 百万人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

受給者数 
合計 

15 20.8 21.2 △0.4 △1.8 2,994    

16 21.9 22.3 △0.5 △2.2 3,086    

17 22.7 23.3 △0.6 △2.5 3,162 3,259 △97 △3.0 

18 23.6 24.3 △0.7 △3.0 3,233 3,358 △125 △3.7 

19 24.6 25.5 △0.8 △3.3 3,341 3,503 △162 △4.6 

老齢・退年 
相当 

15 9.8 9.8 △0.0 △0.0 2,071    

16 10.3 10.3 0.0 0.2 2,121    

17 10.7 10.6 0.0 0.3 2,158 2,171 △13 △0.6 

18 11.0 11.1 △0.0 △0.1 2,190 2,207 △18 △0.8 

19 11.5 11.5 △0.1 △0.5 2,250 2,277 △27 △1.2 

通老・通退 
相当 

15 6.9 7.2 △0.3 △4.4 175    

16 7.3 7.7 △0.4 △5.4 193    

17 7.6 8.1 △0.5 △5.8 208 275 △66 △24.2 

18 8.0 8.5 △0.5 △6.3 226 312 △86 △27.5 

19 8.4 9.0 △0.5 △6.1 254 361 △107 △29.7 

障害年金 

15 0.3 0.3 0.0 0.0 31    

16 0.3 0.3 0.0 0.5 32    

17 0.4 0.3 0.0 1.0 33 38 △5 △13.9 

18 0.4 0.4 0.0 0.5 33 39 △6 △15.1 

19 0.4 0.4 △0.0 △0.0 34 40 △7 △16.6 

遺族年金 

15 3.8 3.9 △0.1 △1.7 717    
16 3.9 4.0 △0.1 △2.5 740    
17 4.1 4.2 △0.1 △3.4 763 775 △12 △1.5 
18 4.2 4.4 △0.2 △4.2 784 800 △16 △2.0 
19 4.3 4.6 △0.2 △5.2 804 825 △22 △2.6 
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項目 年度 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

受給者数 
合計 

15 906    2,088    
16 933    2,152    
17 956 998 △42 △4.2 2,206 2,261 △55 △2.4 
18 980 1,037 △57 △5.5 2,253 2,321 △68 △2.9 
19 1,016 1,090 △74 △6.8 2,325 2,413 △88 △3.6 

老齢・退年 
相当 

15 604    1,467    
16 613    1,508    
17 618 616 2 0.3 1,540 1,555 △15 △1.0 
18 624 623 1 0.1 1,566 1,584 △19 △1.2 
19 637 637 0 0.1 1,613 1,640 △27 △1.7 

通老・通退 
相当 

15 57    118    
16 68    125    
17 78 107 △29 △26.9 130 168 △38 △22.5 
18 89 130 △41 △31.4 137 182 △45 △24.7 
19 106 160 △54 △33.7 148 201 △53 △26.5 

障害年金 

15 9    22    
16 9    22    
17 10 14 △5 △32.6 23 24 △1 △2.8 
18 10 15 △5 △33.3 24 25 △1 △4.4 
19 10 15 △5 △34.2 24 25 △2 △6.2 

遺族年金 

15 236    481    
16 243    497    
17 250 261 △10 △3.8 513 515 △2 △0.3 
18 257 270 △12 △4.5 527 530 △4 △0.7 
19 263 279 △16 △5.6 541 546 △6 △1.1 

項目 年度 

私学共済 国民年金（基礎年金） 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 百万人 百万人 百万人 ％ 

受給者数 
合計 

15 234.5    24.4 24.1 0.4 1.5 
16 247.3    25.2 24.8 0.4 1.5 
17 259.2 263.1 △3.9 △1.5 25.9 25.6 0.4 1.4 
18 272.6 274.0 △1.4 △0.5 26.8 26.4 0.4 1.3 
19 287.0 287.6 △0.7 △0.2 27.7 27.3 0.4 1.4 

老齢・退年 
相当 

15 67.3    22.5 22.5 0.0 0.1 
16 71.8    23.2 23.2 0.0 0.1 
17 76.4 77.6 △1.2 △1.5 23.9 23.9 0.0 0.0 
18 81.1 81.9 △0.7 △0.9 24.8 24.8 △0.0 △0.0 
19 85.5 87.0 △1.4 △1.6 25.6 25.6 0.0 0.1 

通老・通退 
相当 

15 119.9    － － － － 
16 126.3    － － － － 
17 131.8 135.1 △3.3 △2.5 － － － － 
18 138.3 140.0 △1.7 △1.2 － － － － 
19 146.2 146.7 △0.5 △0.3 － － － － 

障害年金 

15 1.6    1.6 1.5 0.2 12.0 
16 1.7    1.7 1.5 0.2 12.9 
17 1.8 1.8 △0.1 △3.4 1.7 1.5 0.2 13.8 
18 1.9 1.9 △0.1 △4.0 1.7 1.5 0.2 14.6 
19 1.9 2.0 △0.1 △4.8 1.8 1.5 0.2 15.4 

遺族年金 

15 45.6    0.3 0.2 0.2 103.7 
16 47.5    0.3 0.2 0.2 100.1 
17 49.2 48.6 0.7 1.3 0.3 0.1 0.1 96.9 
18 51.3 50.2 1.1 2.1 0.3 0.1 0.1 94.1 
19 53.3 51.9 1.4 2.6 0.3 0.1 0.1 91.2 

注１ 厚生年金、国民年金は年度間平均値、その他の制度は年度末値である。 

注２ 国民年金の受給者には、みなし基礎年金受給者を含む。また、国民年金の実績は、受給権者数である。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(5) 保険料収入 

平成 19 年度の保険料収入は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを上回っ

たが、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別にみる

と、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は平成 15 年度以降、実績

（実績推計）が将来見通しを上回っており、平成 19 年度の実績（実績推計）が将来

見通しを上回った割合は 1.1％となっている。国共済＋地共済及び私学共済は平成 17

年度以降、実績が将来見通しを下回っており、平成 19 年度の下回った割合はそれぞ

れ 8.0％及び 0.8％となっている。国民年金は、平成 15 年度は実績が将来見通しを上

回ったものの、平成16年度以降は下回っており、平成19年度の下回った割合は22.8％

となっている。(図表 3-2-4） 

図表 3-2-4 保険料収入額 

保険料 

収入額 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 

 

実績推計 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 19.2 20.2 19.7 0.5 2.6 39,907    

16 19.5 20.2 20.0 0.2 0.9 39,954    

17 20.1 21.0 20.8 0.2 1.1 40,389 41,346 △  957 △ 2.3 

18 21.0 21.9 21.6 0.3 1.3 40,644 42,761 △ 2,117 △ 5.0 

19 22.0 22.8 22.6 0.2 1.1 40,708 44,254 △ 3,546 △ 8.0 

保険料 

収入額 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 10,231    29,677    

16 10,218    29,735    

17 10,290 10,249 41 0.4 30,099 31,097 △  998 △ 3.2 

18 10,333 10,464 △ 132 △ 1.3 30,312 32,297 △ 1,985 △ 6.1 

19 10,350 10,708 △ 358 △ 3.3 30,358 33,546 △ 3,188 △ 9.5 

保険料 

収入額 

私学共済 国民年金 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 2,736    2.0 1.9 0.1 5.0 

16 2,758    1.9 2.0 △ 0.0 △  1.6 

17 2,865 2,873 △  7 △ 0.3 1.9 2.1 △ 0.1 △  5.8 

18 2,992 3,000 △  8 △ 0.3 1.9 2.2 △ 0.3 △ 15.4 

19 3,122 3,148 △ 26 △ 0.8 1.9 2.4 △ 0.5 △ 22.8 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ 私学共済の保険料収入額には都道府県補助金を含む。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(6) 国庫・公経済負担 

平成 19 年度の国庫・公経済負担は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを

上回ったが、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別

にみると、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金、国共済＋地共済及

び私学共済の平成 19年度の実績推計が将来見通しを上回った割合はそれぞれ 6.2％、

5.6％、7.2％となっており、国民年金の実績が将来見通しを下回った割合は 9.7％と

なっている。(図表 3-2-5） 

 

図表 3-2-5 国庫・公経済負担額 

国庫・公経

済負担額 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 4.1 4.1 4.3 △ 0.2 △ 5.2 4,735    

16 4.3 4.3 4.4 △ 0.1 △ 2.1 5,320    

17 4.5 4.5 
4.6 

(4.6) 
(△ 0.1) (△ 3.1) 5,416 

5,477 

(5,589) 
(△ 173) (△ 3.1) 

18 4.8 4.8 
4.6 

(4.8) 
(0.0) (0.7) 5,580 

5,477 

(5,693) 
(△ 113) (△ 2.0) 

19 5.2 5.2 
4.7 

(4.9) 
(0.3) (6.2) 6,147 

5,498  

(5,823) 
(324) (5.6) 

国庫・公経

済負担額 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 1,433    3,302    

16 1,525    3,795    

17 1,589 
1,560 

(1,591) 
(△   2) (△ 0.1) 3,828 

3,916 

(3,998) 
(△ 171) (△ 4.3) 

18 1,622 
1,572 

(1,632) 
(△  10) (△ 0.6) 3,958 

3,905 

(4,061) 
(△ 103) (△ 2.5) 

19 1,720 
1,589 

(1,680) 
(40) (2.4) 4,427 

3,909 

(4,143) 
(284) (6.9) 

国庫・公経

済負担額 

私学共済 国民年金 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 452    1.5 1.6 △ 0.1 △  4.1 

16 499    1.5 1.6 △ 0.1 △  7.3 

17 537 
518 

(528) 
(9) (1.7) 1.7 

1.7 

(1.8) 
(△ 0.1) (△  3.5) 

18 557 
523 

(544) 
(14) (2.5) 1.8 

1.9 

(1.9) 
(△ 0.1) (△  5.8) 

19 605 
534 

(565)  
(41) (7.2) 1.8 

2.0 

(2.0)  
(△ 0.2) (△ 9.7) 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ 再計算の平成17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後

の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(7) 運用収入 

平成 19 年度の運用収入を時価ベースでみると、厚生年金、国共済＋地共済、私学

共済及び国民年金はいずれも実績（実績推計）が将来見通しを下回った。国共済、地

共済別にみても、いずれも実績が将来見通しを下回っている。 

厚生年金及び国民年金は平成 15～18 年度、国共済＋地共済及び私学共済は平成 17

～18 年度、実績（実績推計）が将来見通しを上回っていたが、平成 19 年度には下回

っている。 

各制度の運用収入が上記のような結果となったのは、運用利回りの実績と将来見通

しに差が生じていることが大きな要因である。運用利回りの将来見通しは、平成 19

年度で、厚生年金が 2.51％、国民年金が 2.50％、国共済＋地共済及び私学共済が

2.60％とされているが、厚生年金、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金はいずれ

も実績が将来見通しを下回る結果となった。（図表 3-2-6） 

なお、公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減

することから、運用利回りの実績を将来見通しと比べる際は実質的な利回りで比較す

る必要がある。（第４節参照） 

 

図表 3-2-6 運用収入と運用利回り 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

運用 
収入額 

平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 
2.3 

[6.4] 
 

[7.0] 
3.4 

 
[3.6] 

 
[105.7] 

9,357 
[20,277] 

   

16 
1.6 

[3.7] 
 

[4.1] 
2.8 

 
[1.3] 

 
[44.4] 

9,643 
[14,491] 

   

17 
1.8 

[9.2] 
 

[10.4] 
3.0 

(3.0) 
 

[(7.4)] 
 

[(249.8)] 
16,026 

[37,010] 
7,383 

(7,384) 
(8,642) 

[(29,626)] 
(117.0) 

[(401.2)] 

18 
2.6 

[4.3] 
 

[5.2] 
3.5 

(3.6) 
 

[(1.6)] 
 

[(46.4)] 
18,252 

[16,272] 
10,616 

(10,621) 
(7,630) 

[(5,651)] 
(71.8) 

[(53.2)] 

19 
1.7 

[△4.9] 
 

[△3.4] 
4.0 

(4.0) 
 

[(△7.4)] 
 

[(△185.8)] 
14,756 

[△14,737] 
12,082 

(12,095) 
(2,660) 

[(△26,833)] 
(22.0) 

[(△221.8)] 

運用 
利回り 

平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

15 
 

[4.91] 
－ 1.99 

 
[2.92] 

 
[146.7] 

    

16 
 

[2.73] 
－ 1.69 

 
[1.04] 

 
[61.5] 

    

17 
 

[6.82] 
－ 1.81 

 
[5.01] 

 
[276.8] 

3.37 
[7.85] 

1.60 
1.77 

[6.25] 
110.6 

[390.6] 

18 
 

[3.10] 
－ 2.21 

 
[0.89] 

 
[40.3] 

3.83 
[3.25] 

2.30 
1.53 

[0.95] 
66.5 

[41.3] 

19 
 

[△3.54] 
－ 2.51 

 
[△6.05] 

 
[△241.0] 

3.04 
[△2.90] 

2.60 
0.44 

[△5.50] 
16.9 

[△211.5] 
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項目 年度 
国共済 地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

運用 
収入額 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 
2,358 

[3,282] 
   

7,000 
[16,995] 

   

16 
2,109 

[2,291] 
   

7,534 
[12,200] 

   

17 
2,423 

[4,647] 
1,372 

(1,373) 
(1,050) 

[(3,274)] 
(76.5) 

[(238.5)] 
13,604 

[32,363] 
6,011 

(6,012) 
(7,592) 

[(26,352)] 
(126.3) 

[(438.3)] 

18 
2,607 

[2,503] 
1,970 

(1,972) 
(635) 

[(531)] 
(32.2) 

[(26.9)] 
15,645 

[13,769] 
8,646 

(8,649) 
(6,996) 

[(5,120)] 
(80.9) 

[(59.2)] 

19 
2,789 

[△479] 
2,230 

(2,233) 
(556) 

[(△2,712)] 
(24.9) 

[(△121.4)] 
11,966 

[△14,259] 
9,853 

(9,862) 
(2,104) 

[(△24,121)] 
(21.3) 

[(△244.6)] 

運用 
利回り 

平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

15 
2.68 

[3.84] 
   

1.81 
[4.83] 

   

16 
2.35 

[2.65] 
   

1.98 
[3.23] 

   

17 
2.43 

[5.36] 
1.60 

0.83 
[3.76] 

51.9 
[235.0] 

3.59 
[8.44] 

1.60 
1.99 

[6.84] 
124.4 

[427.5] 

18 
3.02 

[2.79] 
2.30 

0.72 
[0.49] 

31.3 
[21.3] 

4.02 
[3.36] 

2.30 
1.72 

[1.06] 
74.8 

[46.1] 

19 
3.18 

[△0.53] 
2.60 

0.58 
[△3.13] 

22.3 
[△120.4] 

3.02 
[△3.42] 

2.60 
0.42 

[△6.02] 
16.2 

[△231.5] 

項目 年度 
私学共済 国民年金 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

運用 
収入額 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 
670 

[809] 
   

0.15 
[0.45] 

0.2 
 

[0.2] 
 

[110.0] 

16 
738 

[1,103] 
   

0.10 
[0.27] 

0.2 
 

[0.1] 
 

[53.1] 

17 
1,359 

[1,903] 
510 

(510) 
(849) 

[(1,393)] 
(166.5) 

[(273.1)] 
0.14 

[0.65] 
0.2 

(0.2) 
 

[(0.5)] 
 

[(243.2)] 

18 
1,250 

[1,416] 
740 

(740) 
(510) 

[(676)] 
(68.9) 

[(91.3)] 
0.20 

[0.29] 
0.2 

(0.2) 
 

[(0.1)] 
 

[(24.6)] 

19 
873 

[△1,237] 
851 

(852) 
(21) 

[(△2,089)] 
(2.5) 

[(△245.2)] 
0.11 

[△0.31] 
0.3 

(0.3) 
 

[(△0.6)] 
 

[(△217.6)] 

運用 
利回り 

平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

15 
2.00 

[2.61] 
   

 
[4.78] 

1.90 
 

[2.88] 
 

[151.6] 

16 
1.79 

[3.35] 
   

 
[2.77] 

1.57 
 

[1.20] 
 

[76.4] 

17 
4.16 

[5.78] 
1.60 

2.56 
[4.18] 

160.0 
[261.3] 

 
[6.88] 

1.74 
 

[5.14] 
 

[295.4] 

18 
3.76 

[4.07] 
2.30 

1.46 
[1.77] 

63.5 
[77.0] 

 
[3.07] 

2.18 
 

[0.89] 
 

[40.8] 

19 
3.14 

[△2.81] 
2.60 

0.54 
[△5.41] 

20.8 
[△208.1] 

 
[△3.38] 

2.50 
 

[△5.88] 
 

[△235.2] 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ [ ]内は、時価ベースである。なお、平成 15～18 年度の厚生年金・国民年金の実績の[  ]の値は、旧年金福祉事業団からの承

継資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（17 年度以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の

運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の

積立金の元本平均残高の比率により行っている。 

注３ 国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値であ

り、時価ベースの運用利回りは、この運用収入を基にした修正総合利回りを計上している。 

注４ 再計算の平成17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ

分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注５ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。「国共済＋地共済」の運用利回りは、国共済、地共済の運

用収入（時価ベース）、正味運用収入等から年金数理部会にて推計した。 
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(8) 実質的な支出額 

平成 19 年度の実質的な支出額は、厚生年金及び私学共済は実績（実績推計）が将

来見通しを上回ったが、国共済＋地共済及び国民年金は下回った。国共済、地共済別

にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下回っている。 

厚生年金は平成 15 年度以降、私学共済は平成 17 年度以降、いずれも実績（実績推

計）が将来見通しを上回っており、平成 19 年度の上回った割合はそれぞれ 1.4％、

3.0％となっている。国共済＋地共済は平成 17 年度以降、国民年金は平成 15 年度以

降、いずれも実績が将来見通しを下回っており、平成 19 年度の下回った割合はそれ

ぞれ 0.7％、11.0％となっている。（図表 3-2-7） 

 

図表 3-2-7 実質的な支出額 

実質的な 

支出額 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 29.3 30.5 30.0 0.5 1.6 49,832    

16 30.4 31.6 30.9 0.7 2.3 52,281    

17 31.0 32.3 31.7 0.6 1.9 53,384 54,041 △657 △1.2 

18 31.9 33.0 32.7 0.3 1.0 54,699 55,585 △886 △1.6 

19 32.8 34.0 33.5 0.5 1.4 56,960 57,385 △425 △0.7 

実質的な 

支出額 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 13,768    36,064    

16 13,644    38,638    

17 13,410 13,182 229 1.7 39,974 40,860 △886 △2.2 

18 13,998 13,766 232 1.7 40,701 41,819 △1,118 △2.7 

19 14,812 14,238 574 4.0 42,147 43,147 △999 △2.3 

実質的な 

支出額 

私学共済 国民年金 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 3,388    3.6 3.7 △0.2 △4.5 

16 3,532    3.6 4.0 △0.3 △8.3 

17 3,661 3,626 36 1.0 4.0 4.1 △0.2 △4.0 

18 3,784 3,733 51 1.4 4.2 4.5 △0.3 △5.8 

19 3,961 3,847 114 3.0 4.2 4.7 △0.5 △11.0 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(9) 基礎年金拠出金関連 

ここでは、基礎年金拠出金だけではなく、基礎年金拠出金算定のもととなる基礎年

金給付費、基礎年金拠出金算定対象者数等についても、将来見通しとの比較を行う。

将来見通しは確定値ベースで作成されていることから、実績についても、決算ベース

ではなく､確定値ベースでみる。 

 

ア 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計 

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計の実績は平成 15～19 年度のいずれ

も将来見通しを上回り、平成 19 年度は 1.4％上回っている。（図表 3-2-8） 

図表 3-2-8 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計等 

年度 

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計 特別国庫負担額 

実績(確定値) 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績(確定値) 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 16.0 15.9 0.0 0.2 0.5 0.5 △ 0.0 △ 1.4 

16 16.4 16.3 0.0 0.3 0.5 0.5 △ 0.0 △ 2.4 

17 16.9 16.8 0.1 0.5 0.5 0.5 △ 0.0 △ 3.4 

18 17.5 17.4 0.1 0.4 0.5 0.5 △ 0.0 △ 7.6 

19 18.2 17.9 0.3 1.4 0.5 0.5 △ 0.0 △ 9.5 

 

イ 基礎年金拠出金算定対象者数 

平成 19 年度における全制度計の基礎年金拠出金算定対象者数の実績は、3.4％将

来見通しを下回った。平成 17 年度は、将来見通しを 2.2％上回っているが、これは

平成 17 年度から第 3 号被保険者の特例届出の措置が講じられたことにより平成 17

年度の拠出金算定対象者（第 3 号被保険者分）が増加したことが影響していると考

えられる。（図表 3-2-9） 

平成 19 年度について制度別にみると、厚生年金及び私学共済は実績が将来見通し

を上回っており、その割合はそれぞれ 4.6％及び 3.4％となっている。一方、国共済

＋地共済及び国民年金は実績が将来見通しを下回っており、その割合はそれぞれ

0.3％及び 26.2％となっている。国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来

見通しを下回っているが、地共済は上回っている。(図表 3-2-10) 
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ウ 基礎年金拠出金単価 

平成 19 年度の基礎年金拠出金単価については、分子の大部分を占める基礎年金給

付費と基礎年金相当給付費の合計額の実績が将来見通しを上回り､また、分母の基礎

年金拠出金対象者数の実績が将来見通しを下回ったため、平成 19 年度の基礎年金拠

出金単価の実績は将来見通しを 5.3％上回った。（図表 3-2-9） 

 

注 
数基礎年金拠出金対象者

国庫負担年金相当給付費－特別基礎年金給付費＋基礎
基礎年金拠出金単価＝  

 

図表 3-2-9 基礎年金拠出金算定対象者数、基礎年金拠出金単価 

年度 

基礎年金拠出金算定対象者数（全制度計） 基礎年金拠出金単価 

実績(確定値) 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

実績(確定値) 

① 

再計算 

② 

差 

①－② 

割合 

(①－②)/② 

平成 百万人 百万人 百万人 ％ 円 円 円 ％ 

15 58.0 57.3 0.7 1.2 22,239 22,443 △ 204 △ 0.9 

16 57.8 57.9 △0.1 △ 0.2 22,924 22,806 118 0.5 

17 59.6 58.3 1.3 2.2 22,986 23,351 △ 365 △ 1.6 

18 57.5 59.1 △1.6 △ 2.7 24,626 23,804 822 3.5 

19 57.3 59.3 △2.0 △ 3.4 25,734 24,427 1,306 5.3 

注１ 基礎年金拠出金単価は、名目額である。 

注２ 平成 17 年度から第 3 号被保険者の特例届出の措置が講じられた。 
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図表 3-2-10 拠出金算定対象者数 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

 平成 百万人 百万人 百万人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

拠出金算定 
対象者数合計 

15 40.0 39.5 0.5 1.3 5,147    
16 40.1 39.6 0.5 1.3 5,511    
17 41.8 39.6 2.1 5.4 5,616 5,490 125 2.3 
18 40.6 39.6 1.0 2.5 5,371 5,395 △ 24 △ 0.4 
19 41.1 39.3 1.8 4.6 5,270 5,285 △ 15 △ 0.3 

第２号拠出金 
算定対象者数 

15 30.4 29.8 0.6 2.0 4,171    
16 30.6 29.9 0.7 2.3 4,125    
17 31.0 30.0 1.1 3.6 4,084 4,083 1 0.0 
18 31.3 29.9 1.3 4.4 4,047 4,019 29 0.7 
19 31.8 29.7 2.1 6.9 3,978 3,942 35 0.9 

第３号拠出金 
算定対象者数 

15 9.6 9.7 △0.1 △ 1.0 976    
16 9.5 9.7 △0.2 △ 1.9 1,386    
17 10.7 9.7 1.1 11.0 1,532 1,407 125 8.9 
18 9.3 9.7 △0.3 △ 3.2 1,323 1,376 △ 53 △ 3.8 
19 9.3 9.6 △0.3 △ 2.7 1,292 1,343 △ 51 △ 3.8 

項目 年度 

国共済 地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

拠出金算定 
対象者数合計 

15 1,502    4,086    
16 1,486    4,026    
17 1,519 1,507 12 0.8 4,097 3,983 113 2.8 
18 1,455 1,494 △ 39 △ 2.6 3,916 3,900 15 0.4 
19 1,434 1,477 △ 43 △ 2.9 3,836 3,808 28 0.7 

第２号拠出金 
算定対象者数 

15 1,060    3,110    
16 1,054    3,072    
17 1,049 1,048 0 0.0 3,035 3,035 0 0.0 
18 1,044 1,038 6 0.5 3,004 2,981 23 0.8 
19 1,032 1,024 8 0.8 2,945 2,918 27 0.9 

第３号拠出金 
算定対象者数 

15 442     976    
16 432    954    
17 471 459 12 2.6 1,062 949 113 11.9 
18 411 456 △ 45 △ 9.9 912 920 △ 8 △ 0.8 
19 402 453 △ 51 △ 11.3 891 890 1 0.1 

項目 年度 
私学共済 国民年金 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

 平成 千人 千人 千人 ％ 百万人 百万人 百万人 ％ 

拠出金算定 
対象者数合計 

15 494    11.8 11.7 0.2 1.4 
16 500    11.7 12.3 △0.6 △ 4.8 
17 523 505 18 3.6 11.7 12.7 △1.0 △ 7.6 
18 516 503 13 2.6 11.0 13.5 △2.5 △ 18.8 
19 519 502 17 3.4 10.4 14.1 △3.7 △ 26.2 

第２号拠出金 
算定対象者数 

15 393    ・ ・ ・ ・ 
16 399    ・ ・ ・ ・ 
17 406 400 7 1.6 ・ ・ ・ ・ 
18 416 398 18 4.5 ・ ・ ・ ・ 
19 420 397 23 5.7 ・ ・ ・ ・ 

第３号拠出金 
算定対象者数 

15 102    ・ ・ ・ ・ 
16 101    ・ ・ ・ ・ 
17 117 105 12 11.1 ・ ・ ・ ・ 
18 100 105 △ 5 △ 4.5 ・ ・ ・ ・ 
19 99 105 △ 6 △ 5.4 ・ ・ ・ ・ 

注１ 国民年金の拠出金算定対象者は、第１号被保険者（任意加入被保険者を含む）に係る分である。 
注２ 平成 17 年度から第 3 号被保険者の特例届出の措置が講じられた。 
注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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エ 基礎年金拠出金 

各制度の基礎年金拠出金は、全制度共通の算定対象者１人当たりの単価と各制度

の算定対象者の人数によって定められることから、基礎年金拠出金単価と基礎年金

拠出金算定対象者数それぞれの乖離状況によって、基礎年金拠出金は乖離すること

になる。（図表 3-2-11） 

 

図表 3-2-11 基礎年金拠出金（特別国庫負担分を除く） 

基礎年金 

拠出金 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績(確定値) 再計算 差 割合 実績(確定値) 再計算 差 割合 

① ② ①-② (①-②)/② ① ② ①-② (①-②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 10.7 10.6 0.0 0.4 14,914    

16 11.0 10.8 0.2 1.8 15,161    

17 11.5 11.1 0.4 3.7 15,490 15,385 105 0.7 

18 12.0 11.3 0.7 6.1 15,871 15,410 461 3.0 

19 12.7 11.5 1.2 10.2 16,273 15,492 781 5.0 

基礎年金 

拠出金 

国共済 地共済 

実績(確定値) 再計算 差 割合 実績(確定値) 再計算 差 割合 

① ② ①-② (①-②)/② ① ② ①-② (①-②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 4,009    10,905    

16 4,087    11,074    

17 4,190 4,223 △32 △ 0.8 11,300 11,162 138 1.2 

18 4,300 4,269 31 0.7 11,571 11,141 430 3.9 

19 4,428 4,329 99 2.3 11,845 11,163 682 6.1 

基礎年金 

拠出金 

私学共済 国民年金 

実績(確定値) 再計算 差 割合 実績(確定値) 再計算 差 割合 

① ② ①-② (①-②)/② ① ② ①-② (①-②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 1,319    3.2 3.1 0.0 0.4 

16 1,376    3.2 3.4 △0.1 △ 4.3 

17 1,443 1,414 28 2.0 3.2 3.5 △0.3 △ 9.1 

18 1,524 1,436 88 6.1 3.2 3.9 △0.6 △ 16.0 

19 1,602 1,470 133 9.0 3.2 4.1 △0.9 △ 22.3 

注 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(10) 積立金 

平成 19 年度の積立金を時価ベースでみると、いずれの制度も実績（実績推計）が

将来見通しを上回った。実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合は、厚生年金

3.5％、国共済＋地共済 2.9％、私学共済 2.3％、国民年金 2.5％となっている。国共

済、地共済別にみると、国共済 1.2％、地共済 3.3％となっている。（図表 3-2-12） 

図表 3-2-12 積立金 

年度末 
積立金 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 
137.4 

[135.9] 
 

[174.6] 
171.3 

 
[3.3] 

 
[1.9] 

465,235 
[467,780] 

   

16 
137.7 

[138.2] 
 

[171.3] 
167.5 

 
[3.8] 

 
[2.3] 

467,652 
[475,228] 

465,061 
2,591 

[10,167] 
0.6 

[2.2] 

17 
132.4 

[140.3] 
 

[174.5] 
163.9 

(164.0) 
 

[(10.5)] 
 

[(6.4)] 
475,662 

[504,635] 
465,226 

(465,339) 
(10,323) 

[(39,296)] 
(2.2) 

[(8.4)] 

18 
130.1 

[139.8] 
 

[173.6] 
160.8 

(161.1) 
 

[(12.5)] 
 

[(7.8)] 
485,208 

[512,409] 
468,495 

(468,829) 
(16,379) 

[(43,579)] 
(3.5) 

[(9.3)] 

19 
127.1 

[130.2] 
 

[164.4] 
158.3 

(158.8) 
 

[(5.6)] 
 

[(3.5)] 
489,669 

[487,537] 
472,945 

(473,617) 
(16,052) 

[(13,920)] 
(3.4) 

[(2.9)] 

年度末 
積立金 

国共済 地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

15 
86,938 

[88,175] 
   

378,297 
[379,605] 

   

16 
87,034 

[88,564] 
87,175 

△ 142 
[1,389] 

△ 0.2 
[1.6] 

380,619 
[386,664] 

377,886 
2,733 

[8,778] 
0.7 

[2.3] 

17 
87,580 

[91,690] 
87,175 

(87,206) 
(374) 

[(4,484)] 
(0.4) 

[(5.1)] 
388,082 

[412,945] 
378,051 

(378,133) 
(9,949) 

[(34,812)] 
(2.6) 

[(9.2)] 

18 
88,137 

[92,162] 
87,416 

(87,508) 
(630) 

[(4,654)] 
(0.7) 

[(5.3)] 
397,071 

[420,246] 
381,079 

(381,321) 
(15,750) 

[(38,925)] 
(4.1) 

[(10.2)] 

19 
88,142 

[88,958] 
87,705 

(87,891) 
(251) 

[(1,067)] 
(0.3) 

[(1.2)] 
401,527 

[398,579] 
385,239 

(385,726) 
(15,802) 

[(12,853)] 
(4.1) 

[(3.3)] 

年度末 
積立金 

私学共済 国民年金 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①－② 

割合 
(①－②)/② 

平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 

15 
31,802 

[32,242] 
   

9.9 
[9.7] 

 
[11.7] 

11.3 
 

[0.5] 
 

[4.0] 

16 
32,102 

[33,079] 
31,988 

115 
[1,091] 

0.4 
[3.4] 

9.7 
[9.7] 

 
[11.7] 

11.0 
 

[0.7] 
 

[6.7] 

17 
33,180 

[34,730] 
32,263 

(32,273) 
(907) 

[(2,456)] 
(2.8) 

[(7.6)] 
9.2 

[9.7] 
 

[12.0] 
10.8 

(10.8) 
 

[(1.2)] 
 

[(11.0)] 

18 
33,834 

[35,563] 
32,794 

(32,825) 
(1,009) 

[(2,738)] 
(3.1) 

[(8.3)] 
8.8 

[9.4] 
 

[11.7] 
10.6 

(10.6) 
 

[(1.1)] 
 

[(9.9)] 

19 
34,677 

[34,328] 
33,479 

(33,542) 
(1,134) 
[(785)] 

(3.4) 
[(2.3)] 

8.3 
[8.5] 

 
[10.8] 

10.4 
(10.5) 

 
[(0.3)] 

 
[(2.5)] 

注１ 厚生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ [ ]内は、時価ベースである。なお、平成 15～19年度の厚生年金・国民年金の実績の[  ]の値は、旧年金福祉事業団

からの承継資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人（17 年度以前は旧年金資金運用基金）にお

ける市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る損益分の厚生年金・国民年金への按

分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することにより行っている。 

注３ 再計算の平成17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後

の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注４ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(11) 乖離の要因 

財政収支の実績と将来見通しの乖離について、各制度が年金数理部会に報告した要

因を次にまとめておく。（図表 3-2-13） 

 

図表 3-2-13 財政収支 －平成 19 年度－ 

区分 

収    入 支    出 

収支残 
年度末 

積立金 保険料収入 
基礎年金 

交付金 
運用収益 その他 計 給付費 

基礎年金 

拠出金 
その他 計 

厚
生
年
金 

 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 

実績推計 22.8 － [△3.4] 5.2 [24.7] 21.4 12.6 0.1 34.2 [△9.5] [164.4] 

見通し 22.6 － 4.0 4.7 31.2 22.0 11.5 0.2 33.8 △2.5 158.3 

実績/見通し % 1.2  △184.8 11.7 △20.8 △2.7 9.7 △41.6 1.3 271.2 3.9 

差が生じた 

主な要因 

被保険者数

増加（見通し

より８％弱増

加) 

賃金上昇率

低下（平成１

５年度以降

の累積が見

通しより７％

程度低下) 

 運 用利回 り

低下（見通し

よ り 低 下 、

2.51 ％ →△

3.54％） 

基礎年金拠

出金に係る

国庫負担分 

  拠出金算定

対象者数増

加（見通しよ

り５％程度増

加) 

    

国
共
済 

 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 

実績 10,350 1,446 2,789 6,672 21,257 16,734 4,417 102 21,253 4 88,142 

見通し 10,708 1,360 2,230 7,395 21,693 17,046 4,329 29 21,404 289 87,705 

実績/見通し % △3.3 6.3 25.1 △9.8 △2.0 △1.8 2.0 252.5 △0.7 △98.5 0.5 

差が生じた 

主な要因 

賃金上昇率  運用利回り 財政調整拠

出金収入 

       

地
共
済 

 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 

実績 30,358 3,119 11,966 15,265 60,708 43,503 11,687 1,062 56,252 4,456 401,527 

見通し 33,546 3,086 9,853 15,350 61,834 44,826 11,163 1,685 57,673 4,160 385,239 

実績/見通し % △9.5 1.1 21.5 △0.6 △1.8 △3.0 4.7 △37.0 △2.5 7.1 4.2 

差が生じた 

主な要因 

組合員数 

賃金上昇率 

 運用利回り         

私
学
共
済 

 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 

実績 3,122 146 873 830 4,971 2,441 1,592 107 4,141 830 34,677 

見通し 3,148 166 851 534 4,698 2,479 1,470 64 4,013 685 33,479 

実績/見通し % △0.8 △11.8 2.6 55.4 5.8 △1.5 8.3 67.4 3.2 21.2 3.6 

差が生じた 

主な要因 
           

国
民
年
金 

 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 

実績推計 1.9 － [△0.3] 1.8 [3.4] 0.1 4.1 0.1 4.4 [△1.0] [10.8] 

見通し 2.4 － 0.3 2.0 4.6 0.1 4.7 0.1 4.8 △0.2 10.4 

実績/見通し % △22.8  △219.0 △5.5 △26.4 17.8 △11.5 58.2 △9.8 362.7 4.2 

差が生じた 

主な要因 

納付率低下

（見通しより

低下 80.0%→

63.9%） 

 運 用利回 り

低下（見通し

よ り 低 下

2.50% → △

3.38%） 

基礎年金拠

出金に係る

国庫負担分 

  確 定値 3.7

兆円 

納付率低下

（見通しより

低下 80.0%→

63.9%） 

    

注 [ ]内は、時価ベースである。 
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３ 財政指標の実績と将来見通しの比較 

(1) 年金扶養比率 

平成 19 年度の年金扶養比率は、厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済は実績が

将来見通しを上回り、国民年金は下回っている。国共済、地共済別にみると、いずれ

も実績が将来見通しを上回っている。（図表 3-3-1、3-3-2） 

厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済で実績が将来見通しを上回ったのは、厚生

年金は、分母の老齢・退年相当受給者数が将来見通しを上回った割合よりも、分子の

被保険者数が上回った割合の方が大きかったため、国共済＋地共済は、分母の老齢・

退年相当受給者数が下回った割合よりも、分子の被保険者数が将来見通しを下回った

割合の方が小さかったため、私学共済は、分母の老齢・退年相当受給者数が下回った

のに対し、分子の被保険者数が将来見通しを上回ったためである。（図表 3-3-3） 

図表 3-3-1 年金扶養比率 

年度末 
厚生年金 国共済＋地共済 国共済 地共済 私学共済 国民年金 

実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 

平成             

15 3.19 3.28 2.05  1.81  2.15  6.46  3.07 3.1 

16 3.10 3.15 1.98  1.77  2.06  6.15  2.97 3.0 

17 3.04 3.04 1.92 1.92 1.75 1.74 1.99 1.99 5.86 5.70 2.88 2.9 

18 3.01 2.92 1.88 1.86 1.73 1.70 1.94 1.93 5.64 5.40 2.78 2.8 

19 2.95 2.79 1.80 1.78 1.66 1.65 1.86 1.84 5.42 5.09 2.68 2.7 

20  2.66  1.70  1.59  1.74  4.72  2.6 

21  2.53  1.62  1.55  1.64  4.40  2.5 

注１ 財政再計算との比較のため、実績は受給者ベースで算出している。 

注２ 国民年金については、分子を第 1～3 号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 

図表 3-3-2 年金扶養比率 

 
注 太線は実績、細線は再計算の値である。 
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図表 3-3-3 年金扶養比率 

項目 年度末 

厚生年金 国共済＋地共済 国共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

 平成    ％    ％    ％ 

年金扶養比率 

(受給者ベース) 

（X/Y） 

15 3.19 3.28 △0.09 △ 2.7 2.05    1.81    

16 3.10 3.15 △0.05 △ 1.6 1.98    1.77    

17 3.04 3.04 0.01 0.3 1.92 1.92 0.01 0.3 1.75 1.74 0.01 0.6 

18 3.01 2.92 0.09 3.1 1.88 1.86 0.01 0.8 1.73 1.70 0.02 1.4 

19 2.95 2.79 0.16 5.8 1.80 1.78 0.02 0.9 1.66 1.65 0.02 0.9 

 平成 百万人 百万人 百万人 ％ 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

被保険者数 

（X） 

15 32.1 32.2 △0.1 △ 0.3 4,242    1,091    

16 32.5 32.3 0.2 0.7 4,197    1,086    

17 33.0 32.3 0.7 2.3 4,151 4,165 △ 14 △ 0.3 1,082 1,073 9 0.9 

18 33.8 32.2 1.5 4.8 4,112 4,114 △  2 △ 0.1 1,076 1,060 16 1.5 

19 34.6 32.2 2.4 7.5 4,050 4,062 △ 11 △ 0.3 1,058 1,048 10 1.0 

 平成 百万人 百万人 百万人 ％ 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 

老齢・退年 

相当受給者数 

（Y） 

15 10.1 9.8 0.2 2.5 2,071    604    

16 10.5 10.3 0.2 2.3 2,121    613    

17 10.9 10.6 0.2 2.0 2,158 2,171 △ 13 △ 0.6 618 616 2 0.3 

18 11.2 11.1 0.2 1.6 2,190 2,207 △ 18 △ 0.8 624 623 1 0.1 

19 11.7 11.5 0.2 1.7 2,250 2,277 △ 27 △ 1.2 637 637 0 0.1 

項目 年度末 

地共済 私学共済 国民年金 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

 平成    ％    ％    ％ 

年金扶養比率 

(受給者ベース) 

（X/Y） 

15 2.15    6.46    3.07 3.1 △0.04 △ 1.2 

16 2.06    6.15    2.97 3.0 △0.03 △ 0.9 

17 1.99 1.99 0.00 0.2 5.86 5.70 0.16 2.9 2.88 2.9 △0.02 △ 0.6 

18 1.94 1.93 0.01 0.6 5.64 5.40 0.24 4.4 2.78 2.8 △0.01 △ 0.4 

19 1.86 1.84 0.02 0.9 5.42 5.09 0.34 6.7 2.68 2.7 △0.00 △ 0.1 

 平成 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 百万人 百万人 百万人 ％ 

被保険者数 

（X） 

15 3,151    434    69.7 69.7 0.0 0.0 

16 3,111    442    69.7 69.5 0.2 0.3 

17 3,069 3,092 △ 23 △ 0.7 448 442 6 1.3 69.9 69.4 0.4 0.6 

18 3,035 3,054 △ 18 △ 0.6 458 442 15 3.5 69.8 69.3 0.5 0.7 

19 2,992 3,014 △ 22 △ 0.7 464 442 22 4.9 69.4 68.7 0.6 0.9 

 平成 千人 千人 千人 ％ 千人 千人 千人 ％ 百万人 百万人 百万人 ％ 

老齢・退年 

相当受給者数 

（Y） 

15 1,467    67    22.7 22.5 0.3 1.3 

16 1,508    72    23.5 23.2 0.3 1.2 

17 1,540 1,555 △ 15 △ 1.0 76 78 △ 1 △ 1.5 24.2 23.9 0.3 1.3 

18 1,566 1,584 △ 19 △ 1.2 81 82 △ 1 △ 0.9 25.1 24.8 0.3 1.1 

19 1,613 1,640 △ 27 △ 1.7 86 87 △ 1 △ 1.6 25.8 25.6 0.3 1.0 

注１ 受給者ベースの年金扶養比率である。 

注２ 国民年金については､分子を第１～３号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(2) 総合費用率、独自給付費用率 

（総合費用率） 

平成 19 年度の総合費用率は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを下回り、

国共済＋地共済及び私学共済は上回った。国共済、地共済別にみると、いずれも実績

が将来見通しを上回っている。厚生年金は、平成 15～17 年度は実績（実績推計）が

将来見通しを上回っていたが、平成 18 年度以降は下回っている。国共済＋地共済及

び私学共済は 17 年度以降、実績が将来見通しを上回っている。平成 19 年度について

総合費用率の実績（実績推計）と将来見通しとの差をみると、厚生年金は 0.2 ポイン

ト実績（実績推計）が将来見通しを下回り、国共済＋地共済は 1.2 ポイント、私学共

済は 0.5 ポイント、それぞれ上回っている。（図表 3-3-4、3-3-5） 

厚生年金の実績（実績推計）が将来見通しを下回る結果となったのは、分母の標準

報酬総額が将来見通しを上回った割合よりも、分子の「実質的な支出－国庫・公経済

負担」が将来見通しを上回った割合の方が小さかったためである。一方、国共済＋地

共済及び私学共済が上回る結果となったのは、国共済＋地共済では、分母の標準報酬

総額が将来見通しを下回った割合よりも、分子の「実質的な支出－国庫・公経済負担」

が将来見通しを下回った割合よりの方が小さかったため、私学共済では、分母の標準

報酬月額が将来見通しを下回ったことに加え、分子の「実質的な支出－国庫・公経済

負担」が将来見通しを上回ったためである。（図表 3-3-6） 

 

図表 3-3-4 総合費用率 

年度 

厚生年金 国共済＋地共済 国共済 地共済 私学共済 

実績 
実績 

推計 
再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 

平成 ％ ％  ％ ％  ％ ％  ％ ％  ％ ％  ％ 

15 17.3 18.1 17.8 15.1  17.4  14.4  11.3  

16 17.8 18.6 18.2 15.8  17.1  15.4  11.5  

17 17.8 18.7 18.5 (18.4) 16.4 16.2 (16.1) 16.7 16.5 (16.5) 16.2 16.1 (16.0) 11.8 11.6 (11.6) 

18 17.8 18.6 18.8 (18.7) 17.0 16.5 (16.4) 17.6 17.1 (17.0) 16.8 16.3 (16.2) 12.0 11.8 (11.7) 

19 17.8 18.6 19.0 (18.8) 17.9 16.8 (16.7) 18.7 17.5 (17.4) 17.6 16.6 (16.5) 12.4 12.0 (11.9) 

20   19.3 (19.1)  17.3 (17.2)  18.0 (17.9)  17.1 (17.0)  12.3 (12.2) 

21   18.8  17.6  18.1  17.4  12.0 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注２ 再計算の平成 17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の

引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注３ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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図表 3-3-5 総合費用率 

 

注 太線は実績（実績推計）、細線は再計算結果に平成 16 年改正後の国庫・公経済負担引上げを反映した加

工値である。 

 

（独自給付費用率と基礎年金費用率） 

総合費用率を独自給付費用率と基礎年金費用率に分け、それぞれ将来見通しと比較

してみると、以下のとおりである。（図表 3-3-6） 

・ 厚生年金は、総合費用率及び独自給付費用率は、平成 15～17 年度のいずれも将

来見通しを上回っているが、平成 18 年度以降は下回っている。基礎年金費用率は

平成 15、16 年度は将来見通しを下回り、平成 17 年度以降は上回っている。 

・ 国共済＋地共済は、平成 17 年度以降、総合費用率、独自給付費用率及び基礎年

金費用率のいずれも将来見通しを上回っている。これは標準報酬総額が将来見通

しを下回ったことによる影響が大きい。国共済、地共済別にみると、国共済の平

成 17 年度の基礎年金費用率を除いて総合費用率、独自給付費用率及び基礎年金費

用率のいずれも実績が将来見通しを上回っている。 

 

・ 私学共済は、平成 17 年度以降、総合費用率、独自給付費用率及び基礎年金費用

率のいずれも実績が将来見通しを上回っている。 
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図表 3-3-6 総合費用率、独自給付費用率、基礎年金費用率 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

総合費用率 

（X/W×100） 

15 17.3 18.1 17.8 0.3 1.9 15.1    

16 17.8 18.6 18.2 0.4 2.0 15.8    

17 17.8 18.7 
18.5 

(18.4) 
(0.3) (1.5) 16.4 

16.2 

(16.1) 
(0.2) (1.4) 

18 17.8 18.6 
18.8 

(18.7) 
(△0.1) (△0.5) 17.0 

16.5 

(16.4) 
(0.6) (3.5) 

19 17.8 18.6 
19.0 

(18.8) 
(△0.2) (△1.2) 17.9 

16.8 

(16.7) 
(1.2) (7.0) 

独自給付 

費用率 

（Y/W×100） 

15 12.6 13.4 12.9 0.5 4.0 11.8    

16 12.9 13.7 13.3 0.4 3.2 12.4    

17 12.9 13.8 13.5 0.3 2.0 12.9 12.8 0.1 1.1 

18 12.8 13.5 13.8 △ 0.3 △ 2.2 13.6 13.2 0.4 3.2 

19 12.6 13.4 14.0 △ 0.6 △ 4.2 14.3 13.5 0.8 5.6 

基礎年金 

費用率 

（Z/W×100） 

15 4.7 4.7 4.9 △ 0.2 △ 3.6 3.2    

16 4.9 4.9 5.0 △ 0.0 △ 1.0 3.5    

17 4.9 4.9 
5.0 

(4.9) 
(0.0) (0.1) 3.4 

3.4 

(3.3) 
(0.1) (2.8) 

18 5.1 5.1 
5.0 

(4.9) 
(0.2) (4.4) 3.4 

3.3 

(3.3) 
(0.2) (4.9) 

19 5.2 5.2 
5.0 

(4.8) 
(0.4) (7.5) 3.6 

3.3 

(3.2) 
(0.4) (12.9) 

 平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 

（X） 

15 25.2 26.4 25.7 0.7 2.8 45,097    

16 26.1 27.3 26.5 0.8 3.0 46,961    

17 26.4 27.8 
27.1 

(27.1) 
(0.7) (2.8) 47,968 

48,565 

(48,452) 
(△484) (△1.0) 

18 27.0 28.2 
28.1 

(27.9) 
(0.3) (1.1) 49,119 

50,108 

(49,892) 
(△773) (△1.6) 

19 27.6 28.8 
28.9 

(28.6) 
(0.2) (0.6) 50,813 

51,887 

(51,562) 
(△749) (△1.5) 

独自給付 

費用 

（Y） 

15 18.4 19.5 18.6 0.9 4.9 35,460    

16 18.9 20.1 19.3 0.8 4.2 36,706    

17 19.1 20.5 19.8 0.7 3.3 37,962 38,478 △516 △1.3 

18 19.4 20.5 20.6 △0.1 △0.7 39,252 40,004 △752 △1.9 

19 19.6 20.8 21.3 △0.5 △2.4 40,585 41,729 △1,144 △2.7 

基礎年金 

費用 

（Z） 

15 6.9 6.9 7.1 △0.2 △2.8 9,637    

16 7.2 7.2 7.2 △0.0 △0.0 10,256    

17 7.3 7.3 
7.3 

(7.2) 
(0.1) (1.3) 10,006 

10,087 

(9,975) 
(31) (0.3) 

18 7.7 7.7 
7.4 

(7.3) 
(0.4) (6.0) 9,867 

10,104 

(9,888) 
(△21) (△0.2) 

19 8.0 8.0 
7.6 

(7.3) 
(0.7) (9.4) 10,228 

10,158 

(9,832) 
(395) (4.0) 

標準報酬 

総額 

（W） 

15 145.9 145.9 144.6 1.3 0.9 299,324    

16 146.9 146.9 145.5 1.4 1.0 296,696    

17 148.7 148.7 146.9 1.8 1.2 293,270 300,427 △7,156 △2.4 

18 151.6 151.6 149.2 2.4 1.6 289,166 304,110 △14,944 △4.9 

19 154.8 154.8 152.0 2.8 1.8 283,825 308,176 △24,351 △7.9 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 
注２ 基礎年金費用の実績値の算出に用いる基礎年金拠出金は決算ベースの値である。 
注３ 再計算の平成 17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の

引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 
注４ 総合費用とは「実質的な支出－国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。 



                          第３章◆平成16年財政再計算結果との比較 

- 126 - 

 

項目 年度 

国共済 地共済 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

総合費用率 

（X/W×100） 

15 17.4    14.4    

16 17.1    15.4    

17 16.7 
16.5 

(16.5) 
(0.3) (1.7) 16.2 

16.1 

(16.0) 
(0.2) (1.3) 

18 17.6 
17.1 

(17.0) 
(0.6) (3.4) 16.8 

16.3 

(16.2) 
(0.6) (3.5) 

19 18.7 
17.5 

(17.4) 
(1.4) (8.0) 17.6 

16.6 

(16.5) 
(1.1) (6.6) 

独自給付 

費用率 

（Y/W×100） 

15 13.7    11.3    

16 13.2    12.1    

17 12.9 12.6 0.3 2.4 13.0 12.9 0.1 0.7 

18 13.7 13.2 0.6 4.4 13.5 13.1 0.4 2.8 

19 14.7 13.6 1.2 8.6 14.2 13.5 0.6 4.6 

基礎年金 

費用率 

（Z/W×100） 

15 3.7    3.1    

16 3.9    3.3    

17 3.9 
3.9 

(3.9) 
(0.0) (△0.6) 3.3 

3.2 

(3.1) 
(0.1) (3.9) 

18 3.8 
3.9 

(3.8) 
(0.0) (0.2) 3.3 

3.1 

(3.1) 
(0.2) (6.6) 

19 4.0 
3.9 

(3.8) 
(0.2) (6.0) 3.5 

3.1 

(3.0) 
(0.5) (15.4) 

 平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 

（X） 

15 12,334    32,763    

16 12,118    34,843    

17 11,822 
11,621 

(11,591) 
(231) (2.0) 36,147 

36,943 

(36,861) 
(△715) (△1.9) 

18 12,376 
12,194 

(12,134) 
(242) (2.0) 36,743 

37,914 

(37,758) 
(△1,015) (△2.7) 

19 13,092 
12,649 

(12,558) 
(534) (4.3) 37,720 

39,238 

(39,003) 
(△1,283) (△3.3) 

独自給付 

費用 

（Y） 

15 9,736    25,725    

16 9,331    27,374    

17 9,094 8,853 241 2.7 28,868 29,625 △757 △2.6 

18 9,669 9,395 274 2.9 29,583 30,610 △1,027 △3.4 

19 10,282 9,810 472 4.8 30,303 31,919 △1,616 △5.1 

基礎年金 

費用 

（Z） 

15 2,599    7,038    

16 2,787    7,469    

17 2,728 
2,769 

(2,738) 
(△10) (△0.4) 7,278 

7,319 

(7,237) 
(42) (0.6) 

18 2,707 
2,799 

(2,739) 
(△32) (△1.2) 7,160 

7,305 

(7,149) 
(11) (0.2) 

19 2,810 
2,839 

(2,748) 
(62) (2.3) 7,417 

7,319 

(7,084) 
(333) (4.7) 

標準報酬 

総額 

（W） 

15 71,088    228,236    

16 70,717    225,979    

17 70,654 70,460 194 0.3 222,616 229,967 △7,351 △3.2 

18 70,337 71,318 △980 △1.4 218,829 232,792 △13,963 △6.0 

19 69,827 72,356 △2,529 △3.5 213,998 235,820 △21,822 △9.3 

注５ 独自給付費用とは「実質的な支出－国庫・公経済負担－基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除く）」のことで、独自
給付費用率の算出に使用される。 

注６ 基礎年金費用とは「基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除く）」のことで、基礎年金費用率の算出に使用される。 
注７ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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項目 年度 

私学共済  

実績 

① 

再計算 

② 

差 

①-② 

割合 

(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ 

総合費用率 

（X/W×100） 

15 11.3    

16 11.5    

17 11.8 
11.6 

(11.6) 
(0.2) (2.1) 

18 12.0 
11.8 

(11.7) 
(0.3) (2.5) 

19 12.4 
12.0 

(11.9) 
(0.5) (4.3) 

独自給付 

費用率 

（Y/W×100） 

15 8.0    

16 8.0    

17 8.2 8.1 0.1 1.2 

18 8.5 8.3 0.1 1.5 

19 8.6 8.5 0.1 1.7 

基礎年金 

費用率 

（Z/W×100） 

15 3.2    

16 3.5    

17 3.6 
3.5 

(3.4) 
(0.1) (4.1) 

18 3.6 
3.5 

(3.4) 
(0.2) (5.0) 

19 3.7 
3.5 

(3.4) 
(0.4) (10.8) 

 平成 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 

（X） 

15 2,936    

16 3,033    

17 3,125 
3,108 

(3,098) 
(27) (0.9) 

18 3,226 
3,209 

(3,189) 
(37) (1.2) 

19 3,356 
3,313 

(3,282) 
(74) (2.2) 

独自給付 

費用 

（Y） 

15 2,093    

16 2,101    

17 2,181 2,181 1 0.0 

18 2,271 2,268 3 0.2 

19 2,343 2,350 △7 △0.3 

基礎年金 

費用 

（Z） 

15 842    

16 932    

17 943 
927 

(917) 
(26) (2.9) 

18 955 
941 

(921) 
(34) (3.7) 

19 1,013 
964 

(933) 
(80) (8.6) 

標準報酬 

総額 

（W） 

15 26,076    

16 26,263    

17 26,495 26,807 △312 △1.2 

18 26,827 27,181 △354 △1.3 

19 27,109 27,645 △536 △1.9 
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(3) 収支比率 

平成 19 年度の収支比率を時価ベースでみると、厚生年金、国共済＋地共済、私学

共済及び国民年金はいずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回った。国共済、地

共済別にみると、国共済及び地共済はいずれも実績が将来見通しを上回っている。厚

生年金は平成 15～18 年度、国共済＋地共済及び私学共済は平成 17～18 年度、いずれ

も実績（実績推計）が将来見通しを下回っているものの、平成 19 年度は上回ってい

る。国民年金は、平成 15～17 年度は実績が将来見通しを下回っているものの、平成

18 年度以降は上回っている。（図表 3-3-7） 

平成 19 年度について収支比率の実績（実績推計）と将来見通しとの差をみると、

厚生年金が 40.6 ポイント、国共済＋地共済が 104.2 ポイント、私学共済が 96.0 ポイ

ント、国民年金は 52.2 ポイントそれぞれ実績（実績推計）が将来見通しを上回って

いる。 

厚生年金及び私学共済の収支比率が将来見通しを上回ったのは、分母の保険料収入

額と運用収入額の合計の実績（実績推計）が将来見通しを下回ったことことに加え、

分子の「実質的な支出－国庫・公経済負担」の実績（実績推計）が将来見通しを上回

ったことによる。また、国共済＋地共済及び国民年金の収支比率が将来見通しを上回

ったのは、分母の保険料収入額と運用収入額の合計の実績が将来見通しを下回った割

合よりも、分子の「実質的な支出－国庫・公経済負担」の実績が将来見通しを下回っ

た割合が小さかったことによる。（図表 3-3-8） 

 

図表 3-3-7 収支比率 

年度 
厚生年金 国共済＋地共済 国共済 地共済 私学共済 国民年金 

実績 実績推計 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 
平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

15 
117.2 
[98.3] [97.1] 111.3 

91.5 
[78.0] 

 
98.0 

[91.3] 
 

89.3 
[70.2] 

 
86.2 

[82.8] 
 

97.6 
[85.7] 104.2 

16 
123.8 

[112.7] 
 

[112.3] 115.9 
94.7 

[86.3] 
 

98.3 
[96.9] 

 
93.5 

[83.1] 
 

86.8 
[78.6] 

 
103.1 
[95.6] 108.0 

17 
120.8 
[90.4] 

 
[88.5] 

114.3 
(113.9) 

85.0 
[62.0] 

99.7 
(99.4) 

93.0 
[79.1] 

100.0 
(99.7) 

82.7 
[57.9] 

99.6 
(99.3) 

74.0 
[65.5] 

91.9 
(91.6) 

109.0 
[87.6] 

106.4 
(105.3) 

18 
114.8 

[107.0] 
 

[104.1] 
111.5 

(110.8) 
83.4 

[86.3] 
93.9 

(93.5) 
95.6 

[96.4] 
98.1 

(97.6) 
80.0 

[83.4] 
92.6 

(92.2) 
76.1 

[73.2] 
85.8 

(85.3) 
114.6 

[109.8] 
105.2 

(103.0) 

19 
116.8 

[161.4] 
 

[148.5] 
108.9 

(107.9) 
91.6 

[195.7] 
92.1 

(91.5) 
99.6 

[132.6] 
97.8 

(97.0) 
89.1 

[234.3] 
90.4 

(89.9) 
84.0 

[178.1] 
82.9 

(82.1) 
120.9 

[153.5] 
104.7 

(101.3) 

20   
106.1 

(105.1) 
 

90.4 
(89.8) 

 
97.6 

(96.8) 
 

88.3 
(87.8) 

 
80.5 

(79.7) 
 

104.4 
(100.9) 

21  
 

100.7 
(100.6) 

 
88.8 

(88.8) 
 

96.6 
(96.5) 

 
86.6 

(86.5) 
 

75.0 
(75.0) 

 
85.3 

(85.0) 

注１ [ ]内は、時価ベースである。 

注２ 各共済の時価ベースは、時価ベースの運用収入（参考値）を基に算出したものである。 

注３ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注４ 再計算の平成 17 年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16 年改正後の引

上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注５ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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図表 3-3-8 収支比率 

項目 年度 

厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

収支比率 
（X/W×100） 

15 
117.2 

[98.3] 
[97.1] 111.3 

 

[△14.2] 

 

[△12.8] 

91.5 

[78.0] 
   

16 
123.8 

[112.7] 

 

[112.3] 
115.9 

 

[△3.5] 

 

[△3.1] 

94.7 

[86.3] 
   

17 
120.8 

[90.4] 

 

[88.5] 

114.3 

(113.9) 

 

[(△25.4)] 

 

[(△22.3)] 

85.0 

[62.0] 

99.7 

(99.4) 

(△14.4) 

[(△37.5)] 

(△14.5) 

[(△37.7)] 

18 
114.8 

[107.0] 

 

[104.1] 

111.5 

(110.8) 

 

[(△6.8)] 

 

[(△6.1)] 

83.4 

[86.3] 

93.9 

(93.5) 

(△10.1) 

[(△7.2)] 

(△10.8) 

[(△7.7)] 

19 
116.8 

[161.4] 

 

[148.5] 

108.9 

(107.9) 

 

[(40.6)] 

 

[(37.6)] 

91.6 

[195.7] 

92.1 

(91.5) 

(0.1) 

[(104.2)] 

(0.1) 

[(113.8)] 

 平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 25.2 26.4 25.7 0.7 2.8 45,097    

16 26.1 27.3 26.5 0.8 3.0 46,961    

17 26.4 27.8 
27.1 

(27.1) 
(0.7) (2.8) 47,968 

48,565 

(48,452) 
(△484) (△1.0) 

18 27.0 28.2 
28.1 

(27.9) 
(0.3) (1.1) 49,119 

50,108 

(49,892) 
(△773) (△1.6) 

19 27.6 28.8 
28.9 

(28.6) 
(0.2) (0.6) 50,813 

51,887 

(51,562) 
(△749) (△1.5) 

保険料収入 
（Y） 

15 19.2 20.2 19.7 0.5 2.6 39,907    

16 19.5 20.2 20.0 0.2 0.9 39,954    

17 20.1 21.0 20.8 0.2 1.1 40,389 41,346 △957 △2.3 

18 21.0 21.9 21.6 0.3 1.3 40,644 42,761 △2,117 △5.0 

19 22.0 22.8 22.6 0.2 1.1 40,708 44,254 △3,546 △8.0 

運用収入 
（Z） 

15 
2.3 

[6.4] 

 

[7.0] 
3.4 

 

[3.6] 

 

[105.7] 

9,357 

[20,277] 
   

16 
1.6 

[3.7] 

 

[4.1] 
2.8 

 

[1.3] 

 

[44.4] 

9,643 

[14,491] 
   

17 
1.8 

[9.2] 

 

[10.4] 

3.0 

(3.0) 

 

[(7.4)] 

 

[(249.8)] 

16,026 

[37,010] 

7,383 

(7,384) 

(8,642) 

[(29,626)] 

(117.0) 

[(401.2)] 

18 
2.6 

[4.3] 

 

[5.2] 

3.5 

(3.6) 

 

[(1.6)] 

 

[(46.4)] 

18,252 

[16,272] 

10,616 

(10,621) 

(7,630) 

[(5,651)] 

(71.8) 

[(53.2)] 

19 
1.7 

[△4.9] 

 

[△3.4] 

4.0 

(4.0) 

 

[(△7.4)] 

 

[(△185.8)] 

14,756 

[△14,737] 

12,082 

(12,095) 

(2,660) 

[(△26,833)] 

(22.0) 

[(△221.8)] 

保険料収入と
運用収入の和 
(W)＝Y+Z 

15 
21.5 

[25.7] 

 

[27.2] 
23.1 

 

[4.1] 

 

[17.8] 

49,265 

[60,184] 
   

16 
21.1 

[23.1] 

 

[24.3] 
22.9 

 

[1.4] 

 

[6.3] 

49,597 

[54,445] 
   

17 
21.9 

[29.2] 

 

[31.4] 

23.7 

(23.7) 

 

[(7.7)] 

 

[(32.3)] 

56,416 

[77,399] 

48,730 

(48,730) 

(7,685) 

[(28,669)] 

(15.8) 

[(58.8)] 

18 
23.6 

[25.3] 

 

[27.1] 

25.2 

(25.2) 

 

[(1.9)] 

 

[(7.7)] 

58,896 

[56,917] 

53,377 

(53,382) 

(5,514) 

[(3,534)] 

(10.3) 

[(6.6)] 

19 
23.6 

[17.1] 

 

[19.4] 

26.5 

(26.5) 

 

[(△7.1)] 

 

[(△26.9)] 

55,464 

[25,970] 

56,336 

(56,349) 

(△886) 

[(△30,379)] 

(△1.6) 

[(△53.9)] 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

運用収入の保
険料収入と運
用収入の和に
対する割合 
（Z/W×100） 

15 
10.6 

[25.0] 

 

[25.7] 
14.7 

 

[11.0] 

 

[74.5] 

19.0 

[33.7] 
   

16 
7.7 

[16.0] 

 

[16.9] 
12.4 

 

[4.5] 

 

[35.9] 

19.4 

[26.6] 
   

17 
8.4 

[31.4] 

 

[33.1] 

12.5 

(12.5) 

 

[(20.6)] 

 

[(164.5)] 

28.4 

[47.8] 

15.2 

(15.2) 

(13.3) 

[(32.7)] 

(87.5) 

[(215.6)] 

18 
10.9 

[16.9] 

 

[19.2] 

14.1 

(14.1) 

 

[(5.1)] 

 

[(35.9)] 

31.0 

[28.6] 

19.9 

(19.9) 

(11.1) 

[(8.7)] 

(55.8) 

[(43.7)] 

19 
7.0 

[△28.5] 

 

[△17.5] 

14.9 

(14.9) 

 

[(△32.5)] 

 

[(△217.2)] 

26.6 

[△ 56.7] 

21.4 

(21.5) 

(5.1) 

[(△78.2)] 

(23.9) 

[(△364.4)] 
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項目 年度 
国共済 地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

収支比率 
（X/W×100） 

15 
98.0 

[91.3] 
   

89.3 

[70.2] 
   

16 
98.3 

[96.9] 
   

93.5 

[83.1] 
   

17 
93.0 

[79.1] 

100.0 

(99.7) 

(△6.7) 

[(△20.6)] 

(△6.8) 

[(△20.6)] 

82.7 

[57.9] 

99.6 

(99.3) 

(△16.6) 

[(△41.5)] 

(△16.7) 

[(△41.7)] 

18 
95.6 

[96.4] 

98.1 

(97.6) 

(△1.9) 

[(△1.2)] 

(△2.0) 

[(△1.2)] 

80.0 

[83.4] 

92.6 

(92.2) 

(△12.3) 

[(△8.9)] 

(△13.3) 

[(△9.6)] 

19 
99.6 

[132.6] 

97.8 

(97.0) 

(2.6) 

[(35.6)] 

(2.7) 

[(36.7)] 

89.1 

[234.3] 

90.4 

(89.8) 

(△0.7) 

[(144.5)] 

(△0.8) 

[(160.8)] 

 平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 12,334    32,763    

16 12,118    34,843    

17 11,822 
11,621 

(11,591) 
(231) (2.0) 36,147 

36,943 

(36,861) 
(△715) (△1.9) 

18 12,376 
12,194 

(12,134) 
(242) (2.0) 36,743 

37,914 

(37,758) 
(△1,015) (△2.7) 

19 13,092 
12,649 

(12,558) 
(534) (4.3) 37,720 

39,238 

(39,003) 
(△1,283) (△3.3) 

保険料収入 
（Y） 

15 10,231    29,677    

16 10,218    29,735    

17 10,290 10,249 41 0.4 30,099 31,097 △998 △3.2 

18 10,333 10,464 △132 △1.3 30,312 32,297 △1,985 △6.1 

19 10,350 10,708 △358 △3.3 30,358 33,546 △3,188 △9.5 

運用収入 
（Z） 

15 
2,358 

[3,282] 
   

7,000 

[16,995] 
   

16 
2,109 

[2,291] 
   

7,534 

[12,200] 
   

17 
2,423 

[4,647] 

1,372 

(1,373) 

(1,050) 

[(3,274)] 

(76.5) 

[(238.5)] 

13,604 

[32,363] 

6,011 

(6,012) 

(7,592) 

[(26,352)] 

(126.3) 

[(438.3)] 

18 
2,607 

[2,503] 

1,970 

(1,972) 

(635) 

[(531)] 

(32.2) 

[(26.9)] 

15,645 

[13,769] 

8,646 

(8,649) 

(6,996) 

[(5,120)] 

(80.9) 

[(59.2)] 

19 
2,789 

[△479] 

2,230 

(2,233) 

(556) 

[(△2,712)] 

(24.9) 

[(△121.4)] 

11,966 

[△14,259] 

9,853 

(9,862) 

(2,104) 

[(△24,121)] 

(21.3) 

[(△244.6)] 

保険料収入と
運用収入の和 
(W)＝Y+Z 

15 
12,588 

[13,513] 
   

36,676 

[46,672] 
   

16 
12,328 

[12,509] 
   

37,269 

[41,935] 
   

17 
12,713 

[14,937] 

11,621 

(11,621) 

(1,091) 

[(3,315)] 

(9.4) 

[(28.5)] 

43,703 

[62,463] 

37,108 

(37,109) 

(6,594) 

[(25,354)] 

(17.8) 

[(68.3)] 

18 
12,939 

[12,836] 

12,435 

(12,436) 

(503) 

[(400)] 

(4.0) 

[(3.2)] 

45,957 

[44,081] 

40,943 

(40,946) 

(5,011) 

[(3,135)] 

(12.2) 

[(7.7)] 

19 
13,139 

[9,871] 

12,938 

(12,941) 

(198) 

[(△3,070)] 

(1.5) 

[(△23.7)] 

42,324 

[16,099] 

43,398 

(43,408) 

(△1,083) 

[(△27,308)] 

(△2.5) 

[(△62.9)] 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

運用収入の保
険料収入と運
用収入の和に
対する割合 
（Z/W×100） 

15 
18.7 

[24.3] 
   

19.1 

[36.4] 
   

16 
17.1 

[18.3] 
   

20.2 

[29.1] 
   

17 
19.1 

[31.1] 

11.8 

(11.8) 

(7.2) 

[(19.3)] 

(61.4) 

[(163.4)] 

31.1 

[51.8] 

16.2 

(16.2) 

(14.9) 

[(35.6)] 

(92.1) 

[(219.8)] 

18 
20.1 

[19.5] 

15.8 

(15.9) 

(4.3) 

[(3.6)] 

(27.1) 

[(23.0)] 

34.0 

[31.2] 

21.1 

(21.1) 

(12.9) 

[(10.1)] 

(61.2) 

[(47.9)] 

19 
21.2 

[△ 4.8] 

17.2 

(17.3) 

(4.0) 

[(△22.1)] 

(23.0) 

[(△128.1)] 

28.3 

[△ 88.6] 

22.7 

(22.7) 

(5.6) 

[(△111.3)] 

(24.4) 

[(△489.8)] 
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項目 年度 
私学共済 国民年金 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

収支比率 
（X/W×100） 

15 
86.2 

[82.8] 
   

97.6 
[85.7] 

104.2 
 

[△ 18.5] 
 

[△ 17.8] 

16 
86.8 

[78.6] 
   

103.1 
[95.6] 

108.0 
 

[△ 12.4] 
 

[△ 11.5] 

17 
74.0 

[65.5] 

91.9 

(91.6) 

(△17.6) 

[(△26.0)] 

(△19.2) 

[(△28.4)] 

109.0 

[87.6] 

106.4 

(105.3) 

 

[(△17.7)] 

 

[(△16.8)] 

18 
76.1 

[73.2] 
85.8 

(85.3) 
(△9.2) 

[(△12.1)] 
(△10.8) 

[(△14.1)] 
114.6 

[109.8] 
105.2 

(103.0) 
 

[(6.9)] 
 

[(6.7)] 

19 
84.0 

[178.1] 
82.9 

(82.1) 
(2.0) 

[(96.0)] 
(2.4) 

[(116.9)] 
120.9 

[153.5] 
104.7 

(101.3) 
 

[(52.2)] 
 

[(51.6)] 

 平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 2,936    2.1 2.2 △0.1 △4.8 
16 3,033    2.1 2.3 △0.2 △8.9 

17 3,125 
3,108 

(3,098) 
(27) (0.9) 2.3 

2.4 
(2.4) 

(△0.1) (△4.4) 

18 3,226 
3,209 

(3,189) 
(37) (1.2) 2.4 

2.6 

(2.6) 
(△0.1) (△5.8) 

19 3,356 
3,313 

(3,282) 
(74) (2.2) 2.4 

2.8 
(2.7) 

(△0.3) (△11.9) 

保険料収入 
（Y） 

15 2,736    2.0 1.9 0.1 5.0 
16 2,758    1.9 2.0 △0.0 △1.6 

17 2,865 2,873 △7 △0.3 1.9 2.1 △0.1 △5.8 
18 2,992 3,000 △8 △0.3 1.9 2.2 △0.3 △15.4 
19 3,122 3,148 △26 △0.8 1.9 2.4 △0.5 △22.8 

運用収入 
（Z） 

15 
670 

[809] 
   

0.2 
[0.4] 

0.2 
 

[0.2] 
 

[110.0] 

16 
738 

[1,103] 
   

0.1 
[0.3] 

0.2 
 

[0.1] 
 

[53.1] 

17 
1,359 

[1,903] 

510 

(510) 

(849) 

[(1,393)] 

(166.5) 

[(273.1)] 

0.1 

[0.6] 

0.2 

(0.2) 

 

[(0.5)] 

 

[(243.2)] 

18 
1,250 

[1,416] 
740 

(740) 
(510) 

[(676)] 
(68.9) 

[(91.3)] 
0.2 

[0.3] 
0.2 

(0.2) 
 

[(0.1)] 
 

[(24.6)] 

19 
873 

[△1,237] 
851 

(852) 
(21) 

[(△2,088)] 
(2.5) 

[(△245.2)] 
0.1 

[△0.3] 
0.3 

(0.3) 
 

[(△0.6)] 
 

[(△217.6)] 

保険料収入と
運用収入の和 
(W)＝Y+Z 

15 
3,406 

[3,545] 
   

2.1 

[2.4] 
2.1 

 

[0.3] 

 

[15.8] 

16 
3,495 

[3,860] 
   

2.0 
[2.2] 

2.1 
 

[0.1] 
 

[2.9] 

17 
4,225 

[4,768] 
3,383 

(3,383) 
(842) 

[(1,386)] 
(24.9) 

[(41.0)] 
2.1 

[2.6] 
2.3 

(2.3) 
 

[(0.3)] 
 

[(15.0)] 

18 
4,242 

[4,408] 

3,740 

(3,740) 

(501) 

[(667)] 

(13.4) 

[(17.8)] 

2.1 

[2.2] 

2.5 

(2.5) 

 

[(△0.3)] 

 

[(△11.6)] 

19 
3,994 

[1,885] 
3,998 

(3,999) 
(△5) 

[(△2,114)] 
(△0.1) 

[(△52.9)] 
2.0 

[1.6] 
2.7 

(2.7) 
 

[(△1.1)] 
 

[(△41.9)] 

 平成 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

運用収入の保
険料収入と運
用収入の和に
対する割合 
（Z/W×100） 

15 
19.7 

[22.8] 
   

7.2 

[18.6] 

10.3  

[8.3] 

 

[81.3] 

16 
21.1 

[28.6] 
   

5.1 
[12.1] 

8.1  
[4.0] 

 
[48.9] 

17 
32.2 

[39.9] 
15.1 

(15.1) 
(17.1) 

[(24.8)] 
(113.4) 

[(164.7)] 
6.5 

[24.9] 
8.3 

(8.3) 
 

[(16.5)] 
 

[(198.5)] 

18 
29.5 

[32.1] 

19.8 

(19.8) 

(9.7) 

[(12.3)] 

(48.9) 

[(62.3)] 

9.4 

[13.1] 

9.3 

(9.3) 

 

[(3.8)] 

 

[(41.0)] 

19 
21.9 

[△ 65.6] 
21.3 

(21.3) 
(0.6) 

[(△86.9)] 
(2.6) 

[(△408.1)] 
5.6 

[△ 19.8] 
9.7 

(9.8) 
 

[(△29.6)] 
 

[(△302.3)] 

注１ 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 
注２ [ ]内は、時価ベースである。なお、平成 15～18 年度の厚生年金・国民年金の実績の[  ]の値は、旧年金福祉事業団からの承継資産に係る損益を含め

て、年金積立金管理運用独立行政法人（17 年度以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継
資産に係る損益分の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することにより行っている。 

注３ 各共済の時価ベースの運用収入は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値である。 
注４ 再計算の平成17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の引上げ分を反映した加工値であ

り、年金数理部会にて推計した。また、「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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(4) 積立比率 

平成 19 年度の積立比率を時価ベースでみると、厚生年金、国共済＋地共済、私学

共済、国民年金はいずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回った。国共済、地共

済別にみると、国共済及び地共済はいずれも実績が将来見通しを上回っている。厚生

年金は平成 15～17 年度のいずれも実績（実績推計）が将来見通しを下回っているが、

平成 18 年度以降は上回っている。国共済＋地共済及び私学共済は、いずれも平成 17

年度以降、実績が将来見通しを上回っている。国民年金は平成 15 年度以降、実績が

将来見通しを上回っている。（図表 3-3-9、3-3-10） 

各制度とも平成 19 年度の積立比率の実績（実績推計）が将来見通しを上回ったの

は、厚生年金及び私学共済は、分母の「実質的な支出－国庫・公経済負担」の実績（実

績推計）が将来見通しを上回った割合よりも、分子の前年度末積立金の実績（実績推

計）が将来見通しを上回った割合が大きかったため、国共済＋地共済及び国民年金は、

分母の「実質的な支出－国庫・公経済負担」の実績が将来見通しを下回ったことに加

え、分子の前年度末積立金の実績が将来見通しを上回ったことによる。（図表3-3-11） 

 

図表 3-3-9 積立比率 

年度 
厚生年金 国共済＋地共済 国共済  地共済  私学共済 国民年金 

実績 実績推計 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 再計算 実績 実績推計 再計算 

平成 
                

15 
5.5 

[5.2] 

 

[6.6] 
6.8 

10.2 

[10.0]  

7.0 

[7.1]  

11.4 

[11.2]  

10.7 

[10.8]  

4.8 

[4.6] 

 

[5.5] 
5.3 

16 
5.3 

[5.2] 

 

[6.4] 
6.5 

9.9 

[10.0]  

7.2 

[7.3]  

10.9 

[10.9]  

10.5 

[10.6]  

4.7 

[4.6] 

 

[5.6] 
4.9 

17 
5.2 

[5.2] 

 

[6.2] 

6.2 

(6.2) 

9.7 

[9.9] 

9.6 

(9.6) 

7.4 

[7.5] 

7.5 

(7.5) 

10.5 

[10.7] 

10.2 

(10.3) 

10.3 

[10.6] 

10.3 

(10.3) 

4.3 

[4.3] 

 

[5.2] 

4.6 

(4.6) 

18 
4.9 

[5.2] 

 

[6.2] 

5.8 

(5.9) 

9.7 

[10.3] 

9.3 

(9.3) 

7.1 

[7.4] 

7.1 

(7.2) 

10.6 

[11.2] 

10.0 

(10.0) 

10.3 

[10.8] 

10.1 

(10.1) 

3.8 

[4.0] 

 

[5.0] 

4.1 

(4.2) 

19 
4.7 

[5.1] 

 

[6.0] 

5.6 

(5.6) 

9.5 

[10.1] 

9.0 

(9.1) 

6.7 

[7.0] 

6.9 

(7.0) 

10.5 

[11.1] 

9.7 

(9.8) 

10.1 

[10.6] 

9.9 

(10.0) 

3.7 

[3.9] 

 

[4.9] 

3.8 

(3.9) 

20 
  

5.3 

(5.4)  

8.7 

(8.8)  

6.6 

(6.7)  

9.4 

(9.5)  

9.7 

(9.8)   

3.6 

(3.8) 

21 
  

5.3 

(5.3)  

8.7 

(8.7)  

6.5 

(6.5)  

9.4 

(9.4)  

10.2 

(10.2)   

4.2 

(4.3) 

注１ [ ]内は、時価ベースである。 

注２ 厚生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 

注３ 再計算の平成 17 年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16 年改正後の引

上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。 

注４ 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
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図表 3-3-10 積立比率 

 
注 太線は実績（実績推計）、細線は再計算結果に平成 16 年改正後の国庫・公経済負担引上げを反映した加工値である。 

 

図表 3-3-11 積立比率 

項目 年度 
厚生年金 国共済＋地共済 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 
平成 

    
％ 

   
％ 

積立比率 
（Y/X） 

15 
5.5 

[5.2] 
 

[6.6] 
6.8 

 
[△0.2] 

 
[△2.7] 

10.2 
[10.0]    

16 
5.3 

[5.2] 
 

[6.4] 
6.5 

 
[△0.1] 

 
[△1.1] 

9.9 
[10.0]    

17 
5.2 

[5.2] 
 

[6.2] 
6.2 

(6.2) 
 

[(△0.0)] 
 

[(△0.5)] 
9.7 

[9.9] 
9.6 

(9.6) 
(0.2) 

[(0.3)] 
(1.6) 

[(3.2)] 

18 
4.9 

[5.2] 
 

[6.2] 
5.8 

(5.9) 
 

[(0.3)] 
 

[(5.3)] 
9.7 

[10.3] 
9.3 

(9.3) 
(0.4) 

[(0.9)] 
(3.8) 

[(10.2)] 

19 
4.7 

[5.1] 
 

[6.0] 
5.6 

(5.6) 
 

[(0.4)] 
 

[(7.1)] 
9.5 

[10.1] 
9.0 

(9.1) 
(0.5) 

[(1.0)] 
(5.0) 

[(10.9)] 

 
平成 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 25.2 26.4 25.7 0.7 2.8 45,097 
   

16 26.1 27.3 26.5 0.8 3.0 46,961 
   

17 26.4 27.8 
27.1 

(27.1) 
(0.7) (2.8) 47,968 

48,565 
(48,452) 

(△ 484) (△ 1.0) 

18 27.0 28.2 
28.1 

(27.9) 
(0.3) (1.1) 49,119 

50,108 
(49,892) 

(△ 773) (△ 1.6) 

19 27.6 28.8 
28.9 

(28.6) 
(0.2) (0.6) 50,813 

51,887 
(51,562) 

(△ 749) (△ 1.5) 

前年度末 
積立金 
（Y） 

15 
137.7 

[132.1] 
 

[174.1] 
174.1 

 
[0.0] 

 
[0.0] 

461,405 
[452,706]    

16 
137.4 

[135.9] 
 

[174.6] 
171.3 

 
[3.3] 

 
[1.9] 

465,235 
[467,780]    

17 
137.7 

[138.2] 
 

[171.3] 
167.5 

 
[3.8] 

 
[2.3] 

467,652 
[475,228] 

465,061 
2,591 

[10,167] 
0.6 

[2.2] 

18 
132.4 

[140.3] 
 

[174.5] 
163.9 

(164.0) 
 

[(10.5)] 
 

[(6.4)] 
475,662 

[504,635] 
465,226 

(465,339) 
(10,323) 

[(39,296)] 
(2.2) 

[(8.4)] 

19 
130.1 

[139.8] 
 

[173.6] 
160.8 

(161.1) 
 

[(12.5)] 
 

[(7.8)] 
485,208 

[512,409] 
468,495 

(468,829) 
(16,379) 

[(43,579)] 
(3.5) 

[(9.3)] 
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項目 年度 
国共済 地共済 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 
平成 

   
％ 

   
％ 

積立比率 
（Y/X） 

15 
7.0 

[7.1]    
11.4 

[11.2]    

16 
7.2 

[7.3]    
10.9 

[10.9]    

17 
7.4 

[7.5] 
7.5 

(7.5) 
(△ 0.2) 
[(△0.0)] 

(△ 2.1) 
[(△0.4)] 

10.5 
[10.7] 

10.2 
(10.3) 

(0.3) 
[(0.4)] 

(2.7) 
[(4.3)] 

18 
7.1 

[7.4] 
7.1 

(7.2) 
(△ 0.1) 

[(0.2)] 
(△ 1.5) 

[(3.1)] 
10.6 

[11.2] 
(10.0) 
(10.0) 

(0.5) 
[(1.2)] 

(5.5) 
[(12.2)] 

19 
6.7 

[7.0] 
6.9 

(7.0) 
(△ 0.2) 

[(0.1)] 
(△ 3.4) 

[(1.0)] 
10.5 

[11.1] 
(9.7) 
(9.8) 

(0.7) 
[(1.4)] 

(7.7) 
[(14.0)] 

 
平成 億円 億円 億円 ％ 億円 億円 億円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 12,334 
   

32,763 
   

16 12,118 
   

34,843 
   

17 11,822 11,621 
(11,591) 

(231) (2.0) 36,147 36,943 
(36,861) 

(△ 715) (△ 1.9) 

18 12,376 12,194 
(12,134) 

(242) (2.0) 36,743 37,914 
(37,758) 

(△1,015) (△ 2.7) 

19 13,092 12,649 
(12,558) 

(534) (4.3) 37,720 39,238 
(39,003) 

(△1,283) (△3.3) 

前年度末 
積立金 
（Y） 

15 
86,747 

[86,986]    
374,658 

[365,720]    

16 
86,938 

[88,175]    
378,297 

[379,605]    

17 
87,034 

[88,564] 
87,175 

△ 142 
[1,389] 

△ 0.2 
[1.6] 

380,619 
[386,664] 

377,886 
2,733 

[8,778] 
0.7 

[2.3] 

18 
87,580 

[91,690] 
87,175 

(87,206) 
(374) 

[(4,484)] 
(0.4) 

[(5.1)] 
388,082 

[412,945] 
378,051 

(378,133) 
(9,949) 

[(34,812)] 
(2.6) 

[(9.2)] 

19 
88,137 

[92,162] 
87,416 

(87,508) 
(630) 

[(4,654)] 
(0.7) 

[(5.3)] 
397,071 

[420,246] 
381,079 

(381,321) 
(15,750) 

[(38,925)] 
(4.1) 

[(10.2)] 

項目 年度 
私学共済 国民年金 

実績 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

実績 
実績推計 
① 

再計算 
② 

差 
①-② 

割合 
(①-②)/② 

 
平成 

   
％ 

    
％ 

積立比率 
（Y/X） 

15 
10.7 

[10.8]    
4.8 

[4.6] 
 

[5.5] 
5.3 

 
[0.3] 

 
[5.0] 

16 
10.5 

[10.6]    
4.7 

[4.6] 
 

[5.6] 
4.9 

 
[0.7] 

 
[14.3] 

17 
10.3 

[10.6] 
10.3 

(10.3) 
(△ 0.1) 

[(0.3)] 
(△ 0.5) 

[(2.5)] 
4.3 

[4.3] 
 

[5.2] 
4.6 

(4.6) 
 

[(0.5)] 
 

[(11.6)] 

18 
10.3 

[10.8] 
10.1 

(10.1) 
(0.2) 

[(0.6)] 
(1.6) 

[(6.4)] 
3.8 

[4.0] 
 

[5.0] 
4.1 

(4.2) 
 

[(0.8)] 
 

[(17.8)] 

19 
10.1 

[10.6] 
9.9 

(10.0) 
(0.1) 

[(0.6)] 
(0.8) 

[(6.0)] 
3.7 

[3.9] 
 

[4.9] 
3.8 

(3.9) 
 

[(1.0)] 
 

[(24.7)] 

 
平成 億円 億円 億円 ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 ％ 

総合費用 
（X） 

15 2,936 
   

2.1 2.1 2.2 △ 0.1 △ 4.8 
16 3,033 

   
2.1 2.1 2.3 △ 0.2 △ 8.9 

17 3,125 
3,108 

(3,098) 
(27) (0.9) 2.3 2.3 

2.4 
(2.4) 

(△ 0.1) (△ 4.4) 

18 3,226 
3,209 

(3,189) 
(37) (1.2) 2.4 2.4 

2.6 
(2.6) 

(△ 0.1) (△ 5.8) 

19 3,356 
3,313 

(3,282) 
(74) (2.2) 2.4 2.4 

2.8 
(2.7) 

(△ 0.3) (△ 11.9) 

前年度末 
積立金 
（Y） 

15 
31,368 

[31,625]    
9.9 

[9.5] 
 

[11.4] 
11.4 

 
[0.0] 

 
[0.0] 

16 
31,802 

[32,242]    
9.9 

[9.7] 
 

[11.7] 
11.3 

 
[0.5] 

 
[4.0] 

17 
32,102 

[33,079] 
31,988 

115 
[1,091] 

0.4 
[3.4] 

9.7 
[9.7] 

 
[11.7] 

11.0 
 

[0.7] 
 

[6.7] 

18 
33,180 

[34,730] 
32,263 

(32,273) 
(907) 

[(2,456)] 
(2.8) 

[(7.6)] 
9.2 

[9.7] 
 

[12.0] 
10.8 

(10.8) 
 

[(1.2)] 
 

[(11.0)] 

19 
33,834 

[35,563] 
32,794 

(32,825) 
(1,009) 

[(2,738)] 
(3.1) 

[(8.3)] 
8.8 

[9.4] 
 

[11.7] 
10.6 

(10.6) 
 

[(1.0)] 
 

[(9.9)] 

注１ [ ]内は、時価ベースである。 
注２ 厚生年金、国民年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。 
注３ 再計算の平成17年度以降の(  )内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成 16年改正後の引上げ分を

反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した。また、「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。 
注４ 総合費用とは「実質的な支出－国庫・公経済負担」のことで、積立比率の算出に使用される。      


